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研究要旨：本研究の目的は，メンタルヘルス・プロモーション，すなわちメンタルヘルス

問題の予防，およびポジティブ・メンタルヘルスの強化を目的にした e ラーニング・プロ

グラムを開発し，その内容および運用面で評価をおこなうことであった。本研究で開発す

る e ラーニング・プログラムは，先に紙面として開発した「こころの ABC 活動実践ワー

クブック」（竹中・上地・島崎 , 2014）の内容を援用し，職域での介入を想定している。

本研究は，学生を対象に，内容および運用面を確認するための予備的研究と位置付けた。

受講の対象者は， e ラーニング・プログラム受講に関連して，以下のような結果を示し

た。それらは，（ a）メンタルヘルスへの認識や考え方が変化させたこと，（b）メンタルヘ

ルス・プロモーション行動を実施してみての変化が生じたこと，および（ c）メンタルヘ

ルス問題の予防のためにおこなう活動が具体化できたこと，であった。以上の研究をもと

に，今後は，メンタルヘルス問題の予防を目的として，開発した e ラーニング・プログラ

ムを様々な職域で普及啓発させていくつもりである。  

 

Ａ．研究目的 

	 労働政策研究・研修機構（2016）が実施し

た「第 2 回日本人の就業実態に関する総合調

査」によれば，過去 3 年間に「落ち込んだり，

やる気が起きないなどのメンタルヘルス上

の不調」を感じたことがあると回答した者が

25.7%にのぼっている。また，そのうちの

76.5%は「通院治療なしでも日常生活を送る

ことができる状態」と回答している。この結

果は，  職場においてストレスの暴露が日常

化し，生活や労働に影響を与えていることを

示唆している。これらの回答者は，いわゆる

「こころの病気」を抱えているとは言えない

ものの，その予備群とみなすことができ，現

在の状態が継続すればメンタルヘルス問題

に発展する可能性が高い。しかも，これら予

備群は，自分たちで何らかの対処が必要と考

えているものの，何を行ってよいのかがわか
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らない状態にある。多く場合，飲酒や喫煙な

どの不健康な対処によって事態は一層悪く

なっていく。  

	 メンタルヘルス問題を予防するためには，

メンタルヘルス問題が生起する前に生じる

些細な初期症状，たとえば「何となく落ち込

む」，「やる気が起きない」，「からだがだるい」

などの症状を問題発症前のサインととらえ，

早い段階で対処する必要がある。一方で，メ

ンタルヘルスをよい状態に保つ術を身につ

けさせることも些細な初期症状を表出させ

にくくするために重要である。メンタルヘル

ス・プロモーション（Mental Health Promotion : 

以下  MHP と略す）は，後者に着目し，ネガ

ティブ要因の緩和・除去とは別に，日頃から

ポジティブ・メンタルヘルスを育てる行動を

とることを奨励している（Canadian Population 

Health Institute, 2009; Friedli, Oliver, Tidyman, 

& Ward; Donovan, James, Jalleh, & Sidebottom, 

2006; Donovan, James, & Jalleh, 2007; Laws, 

James, & Donovan, 2008）。早稲田大学応用健

康科学研究室では，2014 年以来，メンタルヘ

ルス問題の一次予防に着目し，「こころの

ABC 活動」と名付けたキャンペーン型の介

入を実施してきた（竹中 , 2012; 2015）。  

 「こころの ABC 活動」は，西オーストラリ

アにおいて積極的に展開されているメンタ

ルヘルス・プロモーション，Mentally Healthy  

WA-Act-Belong-Commit  Campaign（Donovan, 

Henley, Jalleh, Silburn, Zubrick, & Williams, 

2006; 2007; Donovan & McHenry, 2014; 

Donovan & Anwar-McHenry, 2015）の内容を援

用し，新たに我が国の環境や状況に合わせて

開発したキャンペーン活動である。「こころ

の ABC 活動」は，Act（アクト），Belong（ビ

ロング），および Challenge（チャレンジ）の 

3 要素で構成されている。アクトは，散歩す

る，好きな音楽を聴く，友達と話すなど，か

らだ，こころ，そして人とも活動的に過ごす

ことである。ビロングは，行事に積極的に参

加する，趣味のサークルに参加するなど，社

会的集団に属すことで集団への帰属意識を

高め，同時に他者からのサポートを得やすく

することである。 後に，チャレンジは，新

しいことにチャレンジする，ボランティア活

動をする，困っている人を助けるなど，新規

な活動や社会奉仕活動を促すことである。

ABC のいずれの要素も，それぞれの行動を行

うことで満足感や達成感を味わうことがで

きる行動の実践を推奨している。すなわち，

「こころの ABC 活動」は，肯定的な態度変容

を目的として，対象者が積極的に望ましい活

動に取り組み，よいメンタルヘルスを保持す

ることを目的に開発された。これらの活動で

は，対象者が推奨されている行動をどの程度

達成が可能かという見込み（自己効力感）に

よって，行動を分類し，些細な行動から実践

を促すことで対象者の負担感を低下させて

いる。  

	 本研究では，「こころの ABC 活動」を e ラ

ーニングによって配信する。e ラーニングは， 

コンピューターやインターネットなどの情

報通信技術を活用した教育システムである。

近年，教育手法の一環として， e ラーニング

が注目され，その利点としては，いつでもど

こでも受講できる，受講状況が把握できる，

などが挙げられる。いまや，職域における e

ラーニングは，従業員への業務の教育という

側面においても，また管理者が従業員の学習

状況を把握できるという側面においても効

果が認められており，今後さらに活用が進む

ことが予想できる。  

	 本 e ラーニング・プログラム（以下，eLP と

略す）は，仕事や課題に追われる状況下で，

特別に時間を割いてメンタルヘルス対策に

取り組めない職域の従業員への介入を想定

している。本研究は，メンタルヘルス・プロ

モーションの普及方略として eLPの開発を行
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い，対象を学生とした予備研究である。 

Ｂ．研究方法 

1) 対象者 

	 対象者は，  早稲田大学人間科学部の健康

関連の講義を受講する 106 名であった。対象

者は，本プログラムへの受講課題が講義の成

績・評価とは関連がない旨を伝え，参加同意

が得られた 80 名とした。   

2）介入の手続き 

（1）調査協力 

	 対象者には，まず講義内において，調査質

問紙および eLP の概要を説明した。eLP 受講

への参加同意が得られた者には，事前調査と

して質問紙への回答協力，eLP の受講，およ

び事後調査として質問紙への回答協力 ,を依

頼した。  

(2) 調査期間 

	 調査および eLP の受講期間は，2016 年 11

月 11日から 11 月 25日までの 15日間であっ

た。事前調査の質問紙の記入は，2016年 11 月

11 日におこない，11 月 12 日から 11 月 24 日

までの 13 日間を eLP の受講期間とした。そ

の後，参加者は，eLP 内で作成した自身の行

動計画表に基づいて，活動例の中から選択し

た行動，また自身で計画した行動をセルフモ

ニタリングしながら 7 日間実施した。 後に，

事後調査における質問紙の記入は，11 月 25

日におこなった。  

3) eLP  

	 本 eLP では，（a）自己分析・評価：eLP 内

の前後に位値する MHP クイズ，（b）知識学

習：eLP の受講，および（c）行動計画の立案：

eLP 内における行動計画表の作成，および（d）

行動のセルフモニタリング：任意の日から開

始する 7 日間の行動実践，の 4 要素で構成さ

れている。eLP の内容は，「こころの ABC 活

動実践ワークブック」（竹中・上地・島崎（早

稲田大学応用健康科学研究室），2014：図 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. こころの ABC 活動実践ワークブック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2. eLP の画面 

に基づいて作成された（図 2）。以下，MHP ク

イズ，学習内容，および行動計画の立案およ

びセルフモニタリング，のそれぞれについて

説明をおこなう。  

①MHP クイズ  

	 eLP の受講によって MHP に関する知識が

向上したか否かを評価するために，2 択によ

る 5 項目の質問をおこなった。  
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②学習内容  

	 eLP の学習内容としては，（a）メンタルヘ

ルス問題の理解，（b）「こころの ABC 活動」

に関する知識の獲得，および（c）対象者の自

主的な行動計画の立案，の 3 部から構成され

ていた。  

③行動計画の立案およびセルフモニタリン

グ  

	 eLP 内の行動計画のプログラムにおいては，

対象者の自発的な行動の実践を促すために， 

行動計画表を作成させ，紙面に印刷させた。

行動計画表には，アクト，ビロング，チャレ

ンジそれぞれに対する行動計画欄，達成度の

セルフモニタリング欄，および自由記述欄を

設けた。アクト，ビロング，チャレンジそれ

ぞれ 3 要素に対応する行動計画欄では，対象

者に対して，eLP 内に示した 30 項目の実践項

目の中から選択，また自身が決めた行動を自

由に記入させ，アクト，ビロング，チャレン

ジそれぞれに割りあてる形式とした。セルフ

モニタリングによる達成度の記録は，対象者

自身が印刷した紙媒体に，毎日の達成度を

「達成できた（○）」，「どちらともいえない

（△）」，「達成できなかった（×）」，の 3 択で

評価する形式であった。また，自由記述欄に

は 7 日間の取り組みにおいて感じたことを自

由に記入させた。  

3）事前・事後の調査内容 

（1）回答者の属性 

	 事前・事後調査ともに，氏名，学籍番号，

性別，年齢，アルバイトの有無，サークル活

動の有無，および居住形態（自宅，一人暮ら

し，その他）について調査をおこなった。 

（2）こころの健康状況 

	 こころの健康状態については， Jalleh, 

Donovan, & Lin（2015）の調査内容に倣い，「私

は，精神的に問題がなく，もっと人生を楽し

みたいと考えている」，「私は，自分の人生を

もっと価値あるものにしたいと考えている」，

「私は， 不幸せだと感じる時はあるが，精神

的にはいたって健康である」，および「私は，

不幸せと感じる時が多く，時々精神的に不安

定になることがある」という質問に対して，

「はい」，「いいえ」の  2 択により回答を求め

た。  

（3）「メンタルヘルス」という用語に対する

イメージ 

	 「メンタルヘルス」という用語に対するイ

メージについても Jalleh et al.（2015）のの調

査内容を参考に，「この用語は，うつ病や統合

失調症のように，  精神疾患を患っている状

態を意味している」，「この用語に  

関わる問題は，誰にでも起こりうると思う」，

「この用語に関わる問題は，自分には縁がな

いと思う」，「この用語に関わる問題は， 予防

することはできないと思う」，および「この用

語に関わる問題は，症状が悪化してからでも，

症状を緩和することが可能だと思う」という

質問項目に対して， 「はい」， 「いいえ」の

2 択によって回答を求めた。  

（4）ストレス対処行動の実施状況 

	 ストレス対処行動の実施状況については，

以下のように，トランスセオレティカル・モ

デルに基づいたストレスマネジメント・ステ

ージ尺度により評価をおこなった。行動変容

のステージは，（a）ストレスなし：現在スト

レスを感じていない，（b）前熟考ステージ：

現在，ストレスマネジメント行動を行ってい

ないし，これから先もおこなう意思がない，

（c）熟考ステージ：現在ストレスマネジメン

ト行動を行っていないが，この先 6 ヵ月以内

に実施する意思がある，（d）準備ステージ：

現在，定期的にストレスマネジメント行動を

おこなっていないが，すぐにおこなう意思が

ある，（e）実行ステージ：効果的なストレス
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マネジメント行動を実施しているものの，開

始してから 6 ヵ月以内である，および（f）維

持ステージ：効果的なストレスマネジメント

行動を実施し， 6 ヵ月以上が経過している，

の 6 段階であった。  

（5）eLP の内容に関する評価 

	 eLP の内容に関する調査としては，「eLP の

学習内容を思い出すことができますか（知

識・記憶）」，「eLP の学習内容を理解できまし

たか（理解）」，「eLP で示していた内容に同意

できましたか（受諾）」，「eLP で示された内容

を「やってみよう」と思いましたか（意図）」，

「eLP を通して， メンタルヘルスに対する考

え方は変わりましたか（態度）」，「今後，前も

ってこころの問題に備えて何かをおこなう

つもりですか（行動の意図）」という質問に対

して，「はい」，「いいえ」の 2 択により回答を

求めた。  

（6）行動をおこなったことによる変化 

	 行動をおこなったことによる変化につい

ては，「行動計画表に沿って行動をとった結

果，変わったことはありましたか」という質

問に対して自由記述の回答を求めた。 

（7）今後おこなおうと考えているこころの

健康づくりの内容 

	 今後おこなおうと考えているこころの健

康づくりの内容は，「今後おこなおうと思っ

ている具体的な取り組みについてご記入く

ださい」という設問に自由記述で回答を求め

ている。  

 

C. 結果 

	 本研究の結果については，以下の順序で示

す。1）対象者の属性，2）eLP 受講によるこ

ころの健康状態の変化，3）MHP クイズの正

答率の変化，4）「メンタルヘルス」という用

語に対するイメージの変化，5）メンタルヘル

スに対する考え方の変化，6）eLP 受講による

ストレスマネジメント・ステージの変化，7）

行動をおこなったことによる変化，8）今後お

こなおうと考えているこころの健康づくり

の内容，および 9）eLP 内容についての評価，

である。  

1）回答者の属性 

	 本研究の対象者は，研究の参加承諾に同意

した者のうち，事前調査，eLP 受講，行動計

画とセルフモニタリングシートの提出，およ

び事後調査の 4 課題を完遂した 52 名（男性

17 名，女性 34 名，無記入 1 名）で，年齢は

平均 20.4 歳±1.4 歳であった。アルバイトの有

無は，アルバイト有が 44 名，およびアルバイ

ト無が 8 名であった。サークル加入の可否は，

サークル加入が 43 名，未加入が 8 名，および

無記入が 1 名であった。居住形態は，自宅が

27 名，一人暮らしが 22 名，その他が 2 名，

および無記入が 1 名であった。  

2）eLP 受講によるこころの健康状態の変化 

	 eLP の受講によるこころの健康状態の変化

については，各項目への回答（はい・いいえ）

と時期（事前・事後）によるクロス集計，お

よび Fisher の直接法による検討をおこなっ

た。分析の結果，介入の前後でこころの健康

状態に有意な変化は見られず，ほとんどの対

象者が介入前から良好なこころの健康状態

を保持していた。  

3）MHP クイズの正答率の変化 

	 MHP クイズは，eLP の受講による知識の向

上について評価をおこなった。このクイズは，

eLP 内で，受講の前後で回答を求めた。MHP

クイズへの正答数を介入前後で比較するた

めに対応のある t 検定をおこなった．分析の

結果，事前調査の正答数は，M=7.2，SD=0.9，

事後調査の正答率は，M=8.2，SD=1.1であり，

eLP 受講によって正答率が有意に向上した

（p<.05）。  

4）「メンタルヘルス」という用語に対するイ

メージの変化  

	 「メンタルヘルス」という用語のイメージ 
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については，各項目への回答（はい・ いいえ）

と時期（事前・事後）によるクロス集計，お

よび  Fisher の直接法による検討をおこなっ

た。分析の結果，介入の前後で，「メンタルヘ

ルス」という用語についてイメージの変化は

認められず，ほとんどの対象者が介入以前よ

り「メンタルヘルス」という用語のイメージ

として，「誰にでも起こりうる問題である」と

いう認識を持っていた。  

5）メンタルヘルスに対する考え方の変化 

	 eLP を通してメンタルヘルスに対する考え

方が変わったと回答した者を対象に，考え方

の変化の内容を分析した（Vaughn, Schumm, & 

Schumm, 1999）。その結果，表 1 に示すよう

に，（a）予防行動に関する認識の変化，およ

び（b）メンタルヘルス問題の危険性の理解，

の 2 カテゴリに分類された。予防行動に関す

る認識の変化は，スモールチェンジの重要性

の理解，行動実践の重要性の理解，および行

動実践の意図向上，の 3 コードで構成された。

一方，メンタルヘルス問題の危険性の理解は，  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

罹患可能性の認識，および自身との関連性の

認識，の 2 コードが得られた。  

	 全体の回答内容としては，罹患可能性の認

識コードに関連する記述が も多く，  つい

でスモールチェンジの重要性の理解に関連

する記述が多かった。   

6）eLP 受講によるストレスマネジメント・ス

テージの変化 

	 ストレスマネジメント・ステージは，事前

調査，および事後調査の結果について比較を

おこなった。ストレスマネジメント・ステー

ジの変化に関しては，  各ステージにおける

人数，および割合が事前に比べて事後で若干

の好転が見られた（事前：ストレスなし 5 名，

前熟考ステージ 1 名，熟考ステージ 3 名，準

備ステージ 13 名，実行ステージ 11 名，およ

び維持ステージ 19 名；事後：ストレスなし 8

名，前熟考ステージ 1 名，熟考ステージ 2 名，

準備ステージ 7 名，実行ステージ 14 名，維持

ステージ 17 名）。  

7）行動をおこなったことによる変化 
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を調べるために，質的データ解析の方法

（Vaughn et al., 1999）。に基づき，分析をおこ

なった。自由記述で得られた回答内容をもと

に分析をおこなった結果，表 2 に示すように，

回答の内容は「心理・社会的変化」，「予防行

動の実践」，および「日常生活の改善」，の 3

カテゴリに分類された。  

	 「心理・社会的変化」は，気分の改善，他

者との関わりの増加，および行動意義の再認

識の 3 つのコードが確認された。つぎに，「予

防行動の実践」は，自身で計画した行動の実

践，新規活動の実践，およびセルフモニタリ

ングの実践，の 3 コードが抽出された。 後

に，「日常生活の改善」は，時間管理の変化の

みのコードで構成された。  

	 全体の回答としては，気分の改善のコード

に関連する記述が多く見られ，ついで時間管

理の変化が多かった。一方で， 新規活動の実

践機会についての記述は，eLP を通して「増

えた」と回答した者の数は少なかった。少な

いなかでも，新規活動の例としては，新たに

ジムに通う，ジョギングを始める，および筋

肉トレーニングをおこなう，といった回答が

得られた。   

8）選択された ABC 活動の内容 

	 行動計画表を作成する際に選択された，こ

ころの ABC 活動のそれぞれの内容を表 3 に

示す。本研究においては「友人とおしゃべり

する」が も多く選択されていた。ついで「絵

を描く」および「家族と今日のできごとを話

す」が多かった。  

9）今後おこなおうと考えているこころの健

康づくりの内容 

	 今後おこなおうと考えているこころの健

康づくりの内容については，自由記述によっ

て回答を求めた。質的データの解析方法

（Vaughn et al., 1999）に基づいて分析をおこ

なった分析の結果，表 4 に示すように，   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）アクティベーション，（b）リラクセーシ

ョン，および（c）ストレスマネジメント，の

3 つのカテゴリに分類された。（a）アクティ

ベーションは，身体活動，芸術活動，購買行

動，および相談・コミュニケーション，の 3

コードに分けられた。（b）リラクセーション

は，リラクセーション・休養のみで構成され，

後に（c）ストレスマネジメントは，「スト

レスを感じた時は，早めに対処することが大  
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切である」といった回答が寄せられた。 

10）eLP の評価 

	 eLP の内容評価に関しては，アルバイトの

有無および居住形態で差異を検討した。

Fisher の直接法， および  χ2 検定で分析をお

こなった。その結果，アルバイトをおこなっ

ている者において，「eLP で示していた内容に

同意できましたか」(p<.05)，および「eLP を

通して，メンタルヘルスに対する考え方は変

わりましたか」（p<.05）という設問に対して

「はい」と解答した者が有意に多かった。ま

た，自宅暮らしの者において，「eLP を通じて

メンタルヘルスに対する考え方は変わりま

したか」（p.<05）の設問に対して有意な肯定

的評価を得た。  

 

D. 考察 

	 本研究では，学生を対象に，eLP の受講に

よって，対象者の  MHP に関する知識が向上

するのか，また行動の実践に肯定的な影響を

及ぼすのかを評価した。  

	 eLP 受講の前後におこなった調査では， ス

トレスマネジメント・ステージ，こころの健

康状況，およびメンタルヘルスという用語に

対するイメージは，いずれも eLP 受講の前後

で有意な変化は見られなかった。その理由と

して考えられることは，対象者のストレスマ

ネジメント・ステージが受講前からすでに高

かったことである。調査をおこなった学生は，

すでになんらかのスポーツや活動に従事し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ており，  ストレスの解消手段としてストレ

スマネジメント行動をおこなっていた。調査

前のストレスマネジメント・ステージにおけ

る割合を見ると，維持ステージにある者の数

が多く，  調査後においても調査者全体に占

める割合が高かった。また，受講前に低次ス

テージに位置していた対象でさえも，ストレ

スマネジメント・ステージの変化には，数ヵ

月の介入期間を要することから，本研究の実

践期間が短かったことも原因と考えられる。

同様に，メンタルヘルスという用語の理解度

やイメージについても介入前において，すで

に理論を学んでいたために，有意な変化が認

められなかったと考えられる。  

	 eLP を通してメンタルヘルスに対する考え

方に変化があったと回答した者を対象に， 

考え方の変化を尋ねたところ，いくつかの意

見が見られた。それらは，eLP を通して，「メ

ンタルヘルス問題が自身にとって身近な問

題であること」，および「身の周りの小さなこ

とから変化させていくスモールチェンジ活

動が重要であること」などの認識であった。

eLP の受講によってメンタルヘルス問題に対

する認識が変化し，「予防行動に関する認識

が変化した」，および「メンタヘルス問題の危

険性を理解することができた」といった回答

が得られた。 も多かった回答は， 「スモー

ルチェンジの重要性を理解した」ということ

であり，eLP を通して， 対象者が行動を実践

する重要性の意識が高まった。   
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	 MHP 行動の実施による変化としては，心

理・社会的変化，予防行動の実践，日常生活

の改善であった。 も多く寄せられた回答は，

「リフレッシュすることができた」という気

分の改善であり， つぎに多かった回答は「空

いた時間を有効に活用するようになった」と

いう時間管理の変化であった。これらの結果

は，対象者が eLP 内の行動計画表を通して時

間管理をおこなえるようになったために，自

身の生活リズムや生活習慣に目を向ける機

会が持てるようになったこと，また時間管理

することに意識が変化したことによって自

身で決めた行動を適切に実施でき，その結果，

気分が改善したと考えられる。  

	 事後調査において，eLP に関する評価をお

こなった結果，居住形態，およびアルバイト

の有無によって有意な差異が認められた。ア

ルバイトをおこなっている調査対象者は，

eLP の受講内容に同意し， メンタルヘルスに

対する考え方が変化させた。また，実家暮ら

しの者は，eLP の受講を通じて，メンタルヘ

ルスに対する考え方を変化させた。アルバイ

トの有無によって調査対象者の eLPに対する

評価が異なってあらわれたことは，  アルバ

イトの性質が関連していると考えられる。ア

ルバイトをおこなっている者は，  職務に従

事することを通して，日常的に上司，顧客と

いった社会人と接点を持つ機会が多く，働く

ことの困難さを意識している。そのために，

本 eLPの内容とした職場におけるメンタルヘ

ルス，および自身のメンタルヘルスへの意識

が高まりやすかったと考えられる。また，こ

の eLP は，対象として社会人を想定して開発

しているために，プログラム内容とアルバイ

ト体験を結びつけて考えることができたと

考えられる。同様に，居住形態によって eLP

の評価が分かれたことについては，家族との

関与が関連していると考えられる。実家暮ら

しの者は，両親をはじめとする家族と関わる

時間が多い。そのため，家族間で仕事に関し

て話し合う機会が多く，仕事に対する意識づ

けがおこなわれていることから，eLP の受講

内容に対する理解の基盤ができていた。 

	 後に，メンタルヘルス問題の予防に対し

て，今後おこなう具体的な取り組みについて

は，趣味・余暇活動，友人・家族間における

相談というコードが抽出された。具体的な取

り組みの内容としては， 美術館に行く，ショ

ッピングに出かける，温泉に入る，というよ

うに，対象者の興味や習慣に基づいた回答が

多数見られた。eLP への参加によるメンタル

ヘルス問題に対する認識において，スモール

チェンジの重要性を理解したという回答が

多く得られた。そのため，回答者は，普段お

こなっている行動に目を向け，小さな行動を

積み重ねることが重要である，という認識が

できたことが伺えた。  

 

Ｅ．結論 

	 本研究では，「こころの ABC 活動実践ワー

クブック」の内容をもとに，社会人を対象と

して職域で実施できる eLP を開発した。しか

し，本研究で対象としていた者は学生であり，

社会人を対象とする本 eLPの内容と矛盾して

いるかもしれない。にもかかわらず，本研究

の結果には，いくつか有益な知見が得られた。

それらは，（a）eLP 受講によって対象者の認

識や考え方が変化したこと，（b）MHP 行動を

実施してみての変化が生じたこと，および（c）

メンタルヘルス問題の予防のためにおこな

う活動が具体化できたこと，である。（a）に

関しては，多くの受講者がメンタルヘルス問

題は誰にでも生じることであり，身近な話題

であり，意識して予防することが重要である

ことを学んだ。（b）に関しては，自身の行動

計画を行い，セルフモニタリングをおこなう

過程で気分の変化や時間管理が進むことを

実感していた。 後の（c）は，趣味・余暇活
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動，友人・家族間における相談など，まさに

具体的な ABC 活動が具体化されたことであ

る。今後は，社会人を対象にして，さらに職

域に適合できるように修正を行いたい。 

 

F. 健康危険情報 

	 該当せず。  
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研究要旨：本研究の目的は，メンタルヘルス・プロモーション（mental health promotion：MHP）

において，1）ポジティブな感情・考え方・活動（ポジティブ要素：PosiMH）がメンタルヘル

スのネガティブ側面に果たす防衛的役割を整理し，2）普及啓発を目的とした MHP ブランド

「こころの ABC 活動」を開発し，3）「こころの ABC 活動」のリーフレット配布による普及啓

発の効果を検証することであった。1）では，Layous, Chacellor, & Lyubomirsky（2014）の文献

を基に，PosiMH が果たす防衛的役割を整理した。2）では，Act，Belong，Challenge の 3 要素

からなる MHP ブランド「こころの ABC 活動」を開発した。3）では，自治体職員を対象に，

MHP ブランド「こころの ABC 活動」に関わるリーフレットを開発し，普及啓発の効果として

配布 1 カ月後に認識，理解，受容，および行動意図についての調査を行った。その結果，リー

フレットそのものが閲覧されておれば，認識→理解→受容→行動意図と影響が連鎖することが

わかった。  

 

Ａ．研究目的 

	 従来，メンタルヘルス問題への対応は，

そのネガティブ側面の緩和に焦点を絞っ

たアプローチが行われてきた。しかし，近

年では，たとえネガティブな出来事を経験

していたとしても，同時にポジティブな出

来事を経験しておれば，ネガティブな影響

を緩和できることが知られている（例えば，

Haeffel	&	Vargas,	2011）。このように，

ポジティブな感情・考え方・活動（以後，

ポジティブ要素と称する）は，メンタルヘ

ルス問題の予防策としての有効性が期待

されているものの，そのメカニズムは必ず

しも明確になっていない。本研究では，そ

のメカメカニズムの一端を文献に基づき，

ポジティブ要素が果たすネガティブ側面

への防衛的役割を整理する。 

	 一方，メンタルヘルス・プロモーション

（Mental Health Promotion：MHP）は，住民

のポジティブ・メンタルヘルス（Positive 

Mental Health：PosiMH）を増強させことを

目標として，特定のメンタルヘルス問題が

確認される前に，PosiMH の決定因に働き

かけを行い，PosiMH を 適化することを

目的とする介入である（O'Connell, Boat, & 

Warner, 2009）。諸外国では，近年，メンタ

ルヘルス問題に関わるネガティブ側面へ

の対処とは別に，PosiMH の強化に焦点を

絞った積極的な MHP 活動が盛んに行われ

ている（例えば，Donovan & Anwar-McHenry, 
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2014; Friedli, Pliver, Tidyman, et al., 2007）。

本研究においては，「こころの ABC 活動」

と名付けた MHP ブランドを開発し，リー

フレットを用いた普及啓発の効果を検証

する。  

	 本研究の目的は，MHP において，1）

PosiMH がメンタルヘルスのネガティブ側

面に果たす防衛的役割を整理し，2）普及

啓発を目的とした MHP ブランド「こころ

の ABC 活動」を開発し，3）「こころの ABC

活動」のリーフレット配布による普及啓発

の効果を検証することである。 

 

Ｂ．研究方法 

1）ポジティブな感情・考え方・活動が果た

すネガティブ側面への防衛的役割 

	 Layous, Chacellor, & Lyubomirsky（2014）

の文献を基にポジティブな感情・考え方・

活動が果たすネガティブ側面への防衛的

役割を整理した。  

2）MHP ブランド「こころの ABC 活動」の開

発  

	 MHPブランド「こころのABC活動」の  

A，B，C，それぞれの活動は，PosiMHを

得るための活動，すなわちメンタルヘル

スの良好な人が行っている活動に基づい

ている。著者は，全国健康保険協会に所

属し，中小企業の従業員に対して保健指

導を行っている保健師と管理栄養士  768 

名を対象に，（1）メンタルヘルスのよい

人の特徴や彼らが日頃行っている行動，

および（2）メンタルヘルスの悪い人の特

徴や彼らが日頃行っている行動，につい

て自由記述による調査を行った。また，

彼らを通じて，事業所の上司にあたる者

（94名）に対して，部下に関して同様の

問いかけを行い，集計を行った。その

後，修正不可能な内容を除き，メンタル 

 

 

 

 

 

 

図1. メンタルヘルス・プロモーション活動「こころ

のABC活動」A: Act; B: Belong; C: Challenge  

ヘルスのよい人が日常生活で実施してい

る行動として，Act（身体的，精神的，社

会的な活動），Belong（集団への所属や

社会的活動），およびChallenge（ボラン

ティア活動や新規な活動の実施），の3要

素に集約した（図1）。これらの結果は，

Donovan et al.（2006）の調査結果とほぼ

一致し，なによりも普及啓発を目的とし

て，人々が理解しやすい「語呂合わせ」

としてA，B，Cという形で示している。

本研究では，MHPブランド「こころの

ABC活動」について普及啓発を目的とし

たリーフレット（図2）を開発して使用し

た。  

②MHPブランド「こころのABC活動」の

普及啓発  

	 本研究では，地方自治体職員対象にし

たリーフレット配布による効果を検証し

た。通常，健康行動実践に関する情報提

供では，一方で，押し付け的な指示型提

供により，受け手側の抵抗感や警戒感を

高め，そのためポスターの掲示や資料の 
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����ときがわ町健康づくり運動

詳しくは、町のホームページかリーフレットで！

ときがわ町健康づくり開発委員会 with 早稲田大学応用健康科学研究室

ときがわ町健康づくり開発活動
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スモールチェンジ活動とは、ときがわ町と早稲田大学が共同で取り組んでいる

「ときがわ町民のための健康づくり運動」です。

最近では、町のホームページにスモールチェンジコーナーが掲載され、

町民に広く知られるようになってきました。

「こころのABC活動」は、こころの問題を予防するために行うスモールチェンジ活動です。

特別なことではなく、あなたができるスモ～ルな予防活動を行ってみましょう。
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配布では無関心を招きやすい。本情報提

供では，S県T市の職員1,055名対象に，事

前の説明を行うことなしに「こころの

ABC活動」普及啓発リーフレット（図2）

を配布し，配布後1カ月後にイントラネッ

トを通じて，PosiMHを強化する行動の実

践程度，リーフレット内容についての認

識，理解，受容，および行動意図の調査

を依頼した。  

（倫理面への配慮） 

	 MHP ブランド「こころの ABC 活動」に

関わる普及啓発効果の調査については，S

県 T 市の保健センターを通じて調査実施

の了承を得るとともに，配布後 1 カ月の回

答に関しては，強制でないこと，また質問

の内容の一部に答えたくない内容が含ま

れている場合は答えなくてもよいこと，お

よび個人情報の防衛には十分な配慮を行

うことを事前に通知し，回答者は質問内容

を確認し，回答に了解が得られた対象者の

データだけを分析した。 

 

Ｃ．研究結果 

1）ポジティブな感情・考え方・活動がメン

タルヘルスのネガティブ側面に果たす防

衛的役割 

	  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PosiMH は，高水準の生活満足度と肯定的

感情（感情的なウェルビーイング），およ

び高水準の心理社会的機能（心理的，社会

的ウェルビーイング）である（Miles, 

Espiritu, Horen, et al., 2010）。幸福感，快感

情，充実感，またそれらを生じさせるポジ

ティブ要素は，メンタルヘルス不調への防

衛要因の役割を果たすことが知られてい

る。  

	 Layous, Chacellor, & Lyubomirsky, 2014）

は，これらポジティブ要素が果たす精神疾

患への防衛的役割を，（A）近位の危険因子

への直接的抑制効果，（B）遠位の危険因子

から近位の危険因子への影響力の緩和，お

よび（C）近位の危険因子から精神症状を

導く調整変数，の 3 点で説明している。 

	 （A）に関しては，精神障害の発症に

も影響を与える近位の危険因子，例えばネ

ガティブな反すう（問題解決を行うことな

く，繰り返し問題に集中すること）や孤独

感への抑制効果である。ポジティブ要素は，

近位の危険因子に伴うネガティブな感情・

考え方・行動を抑制して障害の発症を阻止

する。  

	 つぎに，（B）では，遠位の危険因子（た

とえば，過去のトラウマ体験）が近位の危

険因子へと導く影響力を和らげることで 
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図 3.「メンタルヘルスをよくするために意識して何

かを行っている」行動変容ステージの分布 

 

ある。遠位の危険因子は，障害の発症に対

する誘引要件になっているものの，ポジテ

ィブ要素を強化することによって遠位の

危険因子から近位の危険因子への影響力

を抑制することができる。 

	 後に，（C）では，ポジティブ要素が，

近位の危険因子が精神症状に導く軌道を

分ける調整変数となりうることを説明し

ている。すなわち，過去に重大なトラウマ

を経験したとしても，そのことが必ずしも

精神疾患の原因とはならない。ポジティブ

要素には，その軌道を肯定的な方向に導く

効果がある。  

	 以上のように，ポジティブ要素がメンタ

ルヘルスのネガティブ側面に果たす防衛

的役割についてのメカニズムが整理でき

た。  

2）MHP ブランド「こころの ABC 活動」の開

発 

	 本研究で紹介する MHP ブランド「ここ

ろの ABC 活動」の  A，B，C，それぞれの

活動は，PosiM を得るための活動，すなわ

ちメンタルヘルスの良好な人が行ってい

る活動に基づいている。著者は，PosiM を

強化するための行動を調査した。その調査

内容は，西オーストラリアで実施されてい

る MHPに先立って行われた調査（Donovan 

et al., 2006）に倣っている。調査対象者は，

全国健康保険協会に所属し，中小企業の従

業員に対して保健指導を行っている保健

師と管理栄養士  768 名であり，保健指導

の対象となっている従業員について，（1）

メンタルヘルスのよい人の特徴や彼らが

日頃行っている行動，および（2）メンタル

ヘルスの悪い人の特徴や彼らが日頃行っ

ている行動，について自由記述による回答

を求めた。また，彼らを通じて，事業所の

上司にあたる者（94 名）に対して，部下に

関して同様の問いかけを行い，集計を行っ

た。その後，修正不可能な内容を除き，メ

ンタルヘルスのよい人が日常生活で実施

している行動として，Act（身体的，精神的，

社会的な活動），Belong（集団への所属や

社会的活動），および  Challenge（ボラン

ティア活動や新規な活動の実施），の 3 要

素に集約した（図 1）。これらの結果は，

Donovan et al.の調査結果とほぼ一致し，な

によりも普及啓発を目的として，人々が理

解しやすい「語呂合わせ」として A，B，

C という形で示した。また，地域において

健康診査受診者  265 名を対象に行った質

問紙調査においても同様の結果を得てお

り， PosiM を強化する推奨行動  Act-

Belong-Challenge に集約し，それぞれの要

素の中で具体的な行動を奨励している。 

3）MHP ブランド「こころの ABC 活動」の普

及啓発活動の効果検証 

	 S 県 T 市職員 1,055 名に MHP ブランド

「こころの ABC 活動」普及啓発のための

リーフレットを配布し，その 1 カ月後に調

査を依頼したところ，554 名から回答が得

られた（解答率 52.5%）。 

	 図 3 は，「メンタルヘルスをよくするた

めに意識して何かを行っている」行動変容

ステージの分布を示している。性およびス
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92.9%	

テ ー ジ 間 に 有 意 な 偏 り が 見 ら れ た

（χ2(4)=13.94, p<.01）。調整済み残差の結果

から，前熟考ステージでは，男性が女性と

比べて，また実行ステージでは女性が男性

と比べて有意に度数が大きかった。全体の

27%が維持ステージに属しており既に 6カ

月以上メンタルヘルスをよくするために

何かの活動を行っている者がいる一方で，

前熟考（現在もこれからも行うつもりはな

い）および熟考ステージ（行っていないが

近い将来行いたい）に属する，現在何も行

っていない者が 64%を占めた。 

	 図 4 は，今回配布した資料について，「認

識（だいたいの内容を思い出すことができ

るか？）」→「理解（内容はおおむね理解で

きるか？）」→「受容（推奨内容は受け入れ

られるか？）」→「行動意図（やってみよう

と思ったか？）」の 4 段階の流れについて

「はい」と回答した者の割合を示している。 

	 「認識」の段階では，全体の 34.7%が内

容を思い出すことができた。閲覧できてい

れば，その後閲覧した人たちの 92.9%が

「理解」ができ，さらに「理解」できた人

たちの 96.3%が内容を「受容」できた。

後に，「受容」できた人たちの 79.9%が，や

ってみようという「行動意図」を示した。 

 

Ｄ．考察 

	 「こころのABC活動」を開発するにあ

たり，事前に従来から知られているいく

つかの根拠を参考にした。ひとつは，ポ

ジティブ心理学の流れである。人々が持

つ「強み」に注目し，それらを活用する

とともに，人生のポジティブ要因に注目

し，幸福感を得ようとする試みである。

２つ目は，近年，欧米で推奨されている

「meaningful activity」，すなわち自分にと

って役立つ活動，重要と認めている活動 

 

 

 

 

 

 

図4. 配布リーフレットによる普及啓発効果 

創造力を発揮できる活動，達成感が持て

る活動，有能であるという感覚をもてる

活動，他者を援助する活動，喜びや楽し

みを感じる活動，コントロール感を持て

る活動，満足感を味わえる活動，適切な

量の挑戦活動を実践することでメンタル

ヘルスをよい状態に保とうとする考え方

である。３つ目は，近年，うつ病の治療

に効果があるとされている行動活性化療

法の考え方である。行動活性化療法で

は，その人が行う自発的な行動が「正の

強化」をもたらし，その人と環境との相

互作用を改善する働きを行う。「正の強

化」とは，その人が行動することでよい

ことが起こる，つまり行動すると報酬が

あるという「行動と報酬の組み合わせ」

の数を増やしていくことである。「ここ

ろのABC活動」は，自分の好きなことを

行うと「よいことがある」という報酬を

導きやすい。  

	 従来，MHPの普及啓発の効果を検証す

る方法として，単にストレス度の改善だ

けに注目されてきた。しかし，PosiMHを

強化する行動を奨励しているMHPに限っ

ては，その情報内容がどれだけ人々の認

識・理解させたのか，そして内容を受容



						

 141 

させて行動意図を高め， 終的にどの程

度行動実践に至ったかを検証することが

普及啓発活動の目的に合致する。本研究

で示したMHPブランド「こころのABC活

動」の普及啓発活動では，T市職員を対象

にリーフレットを配布し，1カ月後に調査

を行った。その結果，リーフレットその

ものが閲覧されておれば，認識→理解→

受容→行動意図と影響が連鎖することが

わかった。この連鎖は，第一段階の「認

識」，すなわち閲覧してもらえれば，大半

が「行動意図」まで進むことを示してお

り，事前のバイアスなしの普及啓発には

効果があることがわかった。今後は，情

報提供の内容とは別に，単なるメンタル

ヘルス教育ではなく，また予防の「押し

付け」でもない，効果が上がる普及啓発

活動を模索し，その効果を検証していき

たい。  

Ｅ．結論 

	 メンタルヘルス問題に含まれる煩瑣な

ことは，当人が気分の重さを訴え，周りの

人も気がつき，専門家に委ねられる段階で

は，すでに深刻な状態に陥っており，そこ

からの回復が思うように進まないことで

ある。近年，職域ではストレスチェック制

度の導入と合わせて，相談サービスや具体

的対策も充実してきたものの，メンタルヘ

ルスに関する対策は，依然として二次・三

次予防が中心である。そのため，具体的で

効果が期待できる一次予防対策が求めら

れていることは言うまでもない。「こころ

の ABC 活動」をはじめとする MHP は，

PosiM を強化し，まさにメンタルヘルス問

題の一次予防として期待されている。 
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メンタルヘルス問題の予防に果たす自助方略の検討 
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研究要旨：人々のメンタルヘルス不調は，現在広く蔓延しており，社会において重大な

機能障害の原因となっている。メンタルヘルス不調は，種類が異なる症候群が存在する

というよりも，むしろ連続体とみなすことができ，深度によって疾患へと発展する。そ

のため，亜臨床の段階で対処することが重篤な症状を予防することにつながる。これら

の亜臨床段階の症状は，自助方略によって対処できることが証明されており，しかしど

の自助方略が役立ち，また実践できる可能性が高いのかは十分に明らかになっていない。

本研究では，メンタルヘルス問題の予防に果たす自助方略の効果を検討するために，ま

ずは自助方略に関わる従来の研究を概観し，その後，パイロット研究として，勤労者を

対象とした自助方略介入の効果を調べる。 

	 本研究では，まず「Ⅰ .文献研究」として，欧米を中心とする従来の研究からメンタル

ヘルス問題に関わる自助方略の役割を解説する。その内容としては，（1） 予防が必要な

ターゲット，（2）メンタルヘルス問題における予防措置としての自助方略の役割，およ

び（3）自助方略の内容（役立ち度と実践可能性，予防と管理を目的とした自助方略），

である。つづいて，勤労者が実施している自助方略の調査・介入として「Ⅱ .調査・介入

研究」をおこない，（1）勤労者のメンタルヘルス調査，そしてその後に（2）自助方略介

入の効果，についての結果を示す。 後に，メンタルヘルス不調における予防措置とし

ての自助方略の役割について，そして効果的な自助方略がリストとして示された場合の

利用方法について述べる。 
 

Ａ．研究目的 

	 近年，精神障害などに起因する労災請求

件数や認定件数は大きく増加しており，自

殺を含め，心の病による休職・離職の増加

は大きな社会問題となっている（厚生労働

省 , 2018）。特に，若年層の労災請求件数，

また自殺数は増加の一途をたどっている。 
	 わが国に限らず先進諸国においては，メ

ンタルヘルス不調に陥った人たちに対し

て，専門家による治療・再発防止がおこな

われている。しかし，現在，専門家やサー

ビス施設の数も限られ，増え続けるメンタ
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ルヘルス不調者に十分対応できていると

は言えない。また，精神疾患として診断さ

れるような重篤な症状を抱えている人た

ちの間でも，専門家や専門施設に受診して

いる人の数は限られており，まして診断基

準に満たない亜臨床症状を呈する人は他

者に援助を求める傾向はきわめて低い。そ

のため，専門家や専門施設の数を増加させ，

援助を求めやすくするアクセス支援に加

えて，効果的なポピュレーション・アプロ

ーチなど，一歩先をいく予防の対策を充実

させる必要がある。 

	 本研究では，メンタルヘルス不調の予防

を目的に，人々が自身で実施できる自助方

略（self-help strategy: Jorm, 2012）に焦点を

絞って研究をおこなう。本研究は，（1）文

献研究「メンタルヘルス問題の予防に果た

す自助方略に関する従来の研究」と（2）調

査・介入研究（メンタルヘルス問題の予防

を目的とした自助方略介入）の 2 部から構

成されている。文献研究の目的は，亜臨床

段階のメンタルヘルス不調者を対象とし

た自助方略の内容を解説することであり，

一方，調査・介入研究の目的は，亜臨床，

または一般的な勤労者を対象に自助方略

を用いたパイロット介入の効果を検証す

ることである。  

 

Ⅰ. 文献研究：自助方略に関する 

従来の研究 

Ⅰ-B. 研究方法  

	 文献研究では，欧米におけるメンタルヘ

ルス問題の予防に果たす自助方略につい

ての研究を概観し，（1）予防が必要なター

ゲット，（２）メンタルヘルス問題の予防

に果たす自助方略の役割，（3）自助方略の

内容（専門家のコンセンサスによる「役立

ち度」と「実践可能性」の検証，「予防」お

よび「管理」を目的とした自助方略の検証，

自助方略を用いた介入，心理的ディストレ

スの程度に応じた自助方略），に分けて解

説をおこなった。  

 

Ⅰ-C. 結果 

1. 予防が必要なターゲット 

	 Donovan, Henley, Jalleh, Silburn, Zubrick, 

& Williams（2006）は，メンタルヘルスの

不調を人々の生活や生産性を妨害する認

知的，情動的，行動的な精神疾患の連続体

とし，程度によってメンタルヘルス問題

（ mental health problems） と 精 神 疾 患

（mental disorders）に分けている。特に，

抑うつ障害は，それぞれ診断された病名が

別々の症候群を呈しているというよりは

むしろ，全体として流動的な連続体として

成り立っている（Cuijpers, de Graaf, & van 

Dorsselaer, 2004; Morgan & Jorm, 2009）。

Donovan et al.が述べているメンタルヘル

ス問題とは，症状が深刻でなく，期間も短

い状態で精神疾患とは区別される。同様に，

診断基準（例えば，DSM）を満たすには不

十分であるものの，診断基準で記述される

症状の前段階は閾値下（sub-threshold），あ

るいは亜臨床的（sub-clinical）と表現され

ている（Sadek & Bona, 2000）。「何となく

落ち込む」，「やる気が起きない」などメン

タルヘルス問題，あるいは閾値下・亜臨床

的な心身症状はいまや誰もが抱えており，

この段階では誰もメンタルヘルスの専門

施設や専門家に援助を求めることはない。 
	 閾値下・亜臨床的な症状を呈するメンタ

ルヘルス不調が蔓延していることは，我が

国でも報告されている。例えば，労働政策

研究・研修機構（労働政策研究・研修機構 , 

2016）が実施した「第 2 回日本人の就業実

態に関する総合調査」によれば，過去 3 年

間に「落ち込んだり，やる気が起きないな

どのメンタルヘルス上の不調」を感じたこ



						

 145 

とがあると回答した人は 25.7%にのぼっ

ている。また，そのうちの 76.5%は「通院

治療なしでも日常生活を送ることができ

る状態」と回答している。これらの回答者

は，重篤なメンタルヘルス不調（精神疾患）

であるとは言えないものの，それらの予備

群とみなすことができ，現在の状態が継続

すれば重篤なメンタルヘルス不調に発展

する可能性がきわめて高い（Cuijpers et al., 

2004; Cuijpers & Smit, 2004）。この層の人

たちは，専門機関や専門家の援助を求めよ

うとはせず，しかし仕事や社会活動におい

て機能的な障害を抱え続けている。 

	 Jorm & Griffiths （2005）は，抑うつと不

安による社会経済的な負担の緩和は，全人

口規模で見れば，これら閾値下・亜臨床的

な症状を抱える人たちの症状の改善によ

るところがきわめて大きいと主張してい

る。その理由として，うつ病や不安障害の

患者に対して治療や療法を提供できる専

門機関や専門家の数は限られており，今後

も患者が増え続けていくことを想定すれ

ば，閾値下・亜臨床的症状の段階で早期に

介入し，改善を求めることが重要である。

そのため，メンタルヘルス不調など些細な

初期症状を精神疾患への前駆症状ととら

え，早い段階で自ら対処できる方略を学び，

日常生活でそれらの方略実施を習慣化，す

なわち行動変容をおこなうことが予防に

役立つと考えられる。 

	 本稿では，抑うつと不安の両者を区別し

ないでメンタルヘルス不調の症状改善に

焦点を絞って議論をおこなう。その理由と

して，精神医学，また診断基準によれば，

種々のタイプのうつ病や不安障害を区別

しているが，多くの場合，両者の症状は重

複している（Jorm & Griffiths, 2005）ため

である。  

2. メンタルヘルス問題の予防に果たす自

助方略の役割 

	 本稿で話題とする自助方略とは，人が精

神疾患，またメンタルヘルス問題に対処，

または症状を緩和するためにおこなう，自

身による活動のことである（Jorm, 2012）。

個人が自分の意思で実践する自助方略と

は，例えば信頼できる友人や家族に気持ち

を伝える，週末に外出する，音楽を聴く，

散歩する，というように，自身で実施でき

る方略である。  

	 Jorm & Griffiths（2005）は，メンタルヘ

ルス問題を抱える多くの人々が存在し，し

かし彼らが専門的な治療を受けていない

現状において，段階的なケア・モデル

（Stepped-Care Model）の原則に従った方

策を提唱している。例えば，精神疾患とい

う診断を受けていない閾値下・亜臨床的な

メンタルヘルスの不調を抱える対象者に

は，初期介入として，非公式で単純な自助

方略の実施を推奨し，必要になれば，さら

にカウンセリングなど専門的な介入につ

なげていくことを提唱している。Morgan & 

Jorm（2009）もまた，不安障害における自

助方略の研究を対象に，それらの効果をレ

ビューし，自助方略が段階的なケア・モデ

ルにおける 小限の治療の役割を果たし，

完全な障害に発展することを防ぐのに有

効であると述べている。 

	 Jorm & Griffiths（2005）は，閾値下・亜

臨床的なメンタルヘルスの不調を抱える

人たちに対して，非公式の自助方略を勧め

る理由を以下の 6 点で説明している。それ

らは，（1）彼らがメンタルヘルス問題を抱

えていても専門的処置を受けようとしな

いのは，自分自身で問題を解決できると信

じているためであり，そのために自助方略

の実施は彼らのニーズに合致する，（2）メ
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ンタルヘルス問題の中心的症状である不

安や抑うつ気分は，様々な行動実践に対す

るセルフエフィカシーを低下させ，自助方

略の遂行は不安や抑うつを抱える人たち

のセルフエフィカシーを増加させること

ができる，（3）メンタルヘルス問題は，他

の身体疾患と比べて，スティグマがきわめ

て大きく，そのことが専門家に援助を求め

る妨害要因となっているために，自身で実

践できる自助方略は他者の目を意識する

必要がない，（4）不安と抑うつに関係する

症状，例えば内向的になったり，社会不安

を抱えるために，それら自体が専門的援助

を受けることへの障壁となる。その場合，

自助方略の実施は専門的援助に頼る必要

がない，（5）うつ病など精神疾患に課され

る定型の治療として，例えば認知行動療法

などには利便性やコスト面で課題があり，

自助方略の実践にはそれらの制限がない，

および（6）従来のメンタルヘルス・サービ

スの中に自助方略を組み込むことで効果

をさらに強化できる，からである。 

	 これら自助方略には，専門家から指示さ

れておこなう誘導的な自助方略（ guided 

self-help strategies）と専門家の指示によら

ない非公式の自助方略（ informal self-help 

strategies）がある。時には，心理療法（例

えば認知行動療法で提供される指導書や

ウェブサイト）の一部として，専門家のガ

イダンスのもとでおこなわれる自助方略

もあるが，非公式でも専門的なガイダンス

なしに実施されている。	  

	 これら非公式の自助方略は，人々にとっ

て，専門的な治療やガイダンスよりも肯定

的に捉えられており，一般にはビタミン摂

取，身体活動の実施，外出頻度の増加，特

定の食事摂取，各種リラクセーション，ヨ

ガなど，精神医療の代替療法として多岐に

渡っている。しかし，自助方略には，実際

に役立つものもあれば，例えば過度な飲酒

や人との接触を避けるというように，かえ

って有害となる内容も含まれており，症状

を悪化させることにもつながるためにエ

ビデンスに基づいた自助方略の推奨が必

要とされている。  

3. 自助方略の内容 

	 Jorm, Christensen, Griffiths, & Rodgers

（2002）は，抑うつにおける補完的・自助

的治療のシステマティック・レビューをお

こ な っ た 。 そ の 後 ， Jorm, Griffiths, 

Christensen, Parslow, & Rogers（2004）は，

心理的ディストレスの水準によって，実施

される自助方略が異なるか否かを 6,618名

のオーストラリア人を対象に郵送調査で

調べた。Jorm et al. （2002）は，彼らが先

におこなったシステマティック・レビュー

の結果を基に抽出された自助方略につい

て主成分分析を用いて内容を分類し，その

結果を質問調査として使用した。それら自

助方略のカテゴリーとしては， (1)毎日お

こなっている活動（ペットとの交流，楽し

める活動，チョコレート摂取，運動，家族

や友人との交流，音楽），（2）補完療法（芳

香療法，マッサージ，瞑想，リラクセーシ

ョン，ヨガ），（3）非処方せん薬（鎮痛剤，

健康食品，魚オイル，アルコール，ビタミ

ン），（4）食事変容（カフィエインの除去，

糖分やアルコールの制限），および（5）専

門的援助（抗うつ剤，カウンセリング，カ

ウンセラーまたは臨床心理士，一般開業

医），であった。  

	 抑うつ症状の程度に応じて自助方略の

内容が異なるか否かを調べた研究も見ら

れる。Morgan & Jorm（2008）は，従来の抑

うつ障害，または抑うつ症状にかかわる自

助介入について調べた従来の無作為化統
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制試行研究をレビューした。それらの研究

対象は，抑うつ障害の患者，高レベルの抑

うつ症状を抱える人たち，およびうつ病の

診断を受けることはないものの抑うつ気

分を抱える人たちがそれぞれおこなって

いる内容に分けられた。その結果，抑うつ

障害者を対象に症状緩和のために も効

果が見られた方略は，S-アデノシルメチオ

ニン摂取，オトギリソウ摂取，読書療法，

コンピュータによる介入，気晴らし，リラ

クセーション訓練，運動，楽しみの活動，

日光暴露療法であった。一方，亜臨床サン

プルの研究では，気晴らし，運動，ユーモ

ア，音楽，空気イオン化，歌唱によって抑

うつ気分にすぐさまの改善効果をもたら

した。  

	 自助方略の内容を意図的に分類して，そ

れらの実施頻度を調べた研究も見られる。

Shepardson, Tapio, Funderburk（2017）は，

不安症状を抱える退役軍人を対象に，彼ら

が実施している自助方略を電話によって

調べた。その際，彼らは，自助方略をあら

かじめ行動形態にそって分類した。それら

は，（１）セルフケア（運動，リラクセーシ

ョン，睡眠，食事など），（２）認知的方略

（考えの修正，宗教 /スピリチャリティな

ど），（３）回避（孤立化，薬物摂取，わざ

と忙しくするなど），（４）接触（友人 /家族，

地域，ペット，社会化），（５）楽しい活動

（アウトドア・インドア活動，メディア，

音楽など），（６）達成（家事，活動的など），

および（７）その他，の 7 タイプであり，

これらのカテゴリーに応じて実践の割合

を算出している。  

	 以上のように，様々な内容の自助方略が

見られるものの，どの方略が症状緩和に有

効であるかを厳密に調べた研究は必ずし

も多くない。そのため，さらにエビデンス

を積み上げる必要がある。以下では，限ら

れた研究の中でも，自助方略の効果を調べ

た研究として，①専門家のコンセンサスに

よる「役立ち度」と「実践可能性」の検証，

②「予防」および「管理」を目的とした自

助方略の検証，③自助方略を用いた介入，

および④心理的ディストレスの程度に応

じた自助方略，に分けて研究内容を紹介す

る。  

（1）専門家のコンセンサスによる「役立

ち度」と「実践可能性」の検証 

	 Morgan & Jorm（2009）は，あらかじめ

効果を判断することなしに，様々な文献や

資料から抑うつ症状の緩和に効果がある

とされる自助方略を収集し，過去にうつ病

を経験した人たちと研究・治療の専門家の

2 つのパネル（審議会）参加者に対して，

デルファイ法を用いて自助方略の「役立ち

度 （ helpfulness ）」 と 「 実 行 可 能 性

（feasibility）」について調査した。デルフ

ァイ法とは，主に専門家の持つ予測能力を

客観化して活用する方法論で，  複数のパ

ネルに対して，同様の質問について反復調

査することによって意見の集約をおこな

う調査方法である（大滝・瀬畠・藤崎 , 2001）。

この過程を通じて，参加メンバーは他のメ 
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ンバーの意見を参考にしつつ，意見の収れ

んをおこない，パネルそれぞれの，また全

体のコンセンサスを得ようとする（Jone & 

Hunter, 1995）。Morgan & Jorm（2009）は，

彼らの調査の結果，過去にうつ病を経験し

た人たちのパネルと専門家のパネルが，症

状の緩和のために「役立つ」と是認した 48

の方略を示した。Table 1 は，両パネルにお

いて少なくとも 80%まで症状の緩和に役

立つと是認された方略であり，その中でも

特に実行可能性が高いと判断された内容

を示している。  

	 Morgan, Chittleborough, & Jorm（2016）

は，先におこなった抑うつについての調査

と同様に，不安障害についてもデルファイ

法を用いて調査をおこなった。彼らは，不

安障害について，その症状を緩和すること

に役立ち，しかも実行可能性が高い自助方

略として，（1）分析方略（不安にさせる状

況，きっかけ，パターン，および反応を明

らかにするなど），（2）行動的方略（運動や

身体活動をおこなうなど），（3）認知的変

容（心配事が現実的に解決することができ

る問題かどうか自答するなど），（4）補完

的方略（ヨガ），対処方略（不安になった時

の解消法など）， （5）食習慣の改善（規則

的な食事摂取），（6）対人方略（友人，家

族，他者へのサポート希求など），（7）ライ

フスタイル（自然と接するなど）， および

（8）身体の緊張緩和（趣味の追求など），

（9）薬物制限（アルコール，違法薬物の使

用制限など），などを挙げた。 

	 青年期に焦点を絞った自助方略の検討

も見られる。Cairns, Yap, Reavley, & Jorm 

（2015）は，青少年期がうつ病発症の好発

年齢であることから，自身で危険レベルを

低減するために何ができるか，すなわち青

少年期のうつ病における自助予防方略に

ついてデルファイ法を用いて，専門家から

コンセンサスを得た。彼らは，まず青少年

対象の文献探索をおこない，194 の推奨内

容を収集した。その後，国際的な研究・実

践をおこなってきた専門家のパネルとう

つ病予防の運動活動家のパネルが，合計 3

回の質問調査ラウンドを実施し，それぞれ

の推奨内容について予防的重要度（役立ち

度に相当）と青少年による実践可能性につ

いて評価をおこなった。その結果，両パネ

ルで 80%以上，うつ病に移行するリスクを

低減すると是認された方略が 145 項目見

つかった。是認された方略には，（1）メン

タルフィットネス（レジリエンスの強化），

（2）個人のアイデンティティ強化，（3）ラ

イフスキル，（4）健康的な人間関係の構築，

（5）健康的なライフスタイル，および（6）

レクリェーション・レジャー，についての

メッセージが含まれていた。それらの中で

も，青少年にとって実践が困難と評価され

た方略は，認知行動療法やポジティブ心理

学の要素である高度な対人関係スキル，ま 
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た規範的な行動から逸脱することを要求

する方略（薬物使用，セックス活動など）

であった。逆に，青少年にとって実践が容

易と評価された方略は，楽しい活動をおこ

なう時間を作る，身体的健康に気をつける，

社会的な繋がりを持つ，など，内容が単純

で，しかも青年期のライフスタイルに関係

する実践であり，それらは青少年にとって

努力することなしに毎日の生活に組み込

める内容であった。 

（2）「予防」および「管理」を目的とした

自助方略の検証 

	 男性に限定して，抑うつの「予防」と「管

理」に目的を分けた自助方略に着目した研

究も見られる。一般に，女性は，男性と比

べて，抑うつ経験が多いことが知られてい

る。しかし一方で，オーストラリアにおい

ては，男性の方が女性よりも薬物使用や自

殺リスクが高いことが報告されている。

Fogarty, Proudfoot, Whittle, Player, 

Christensen, Hadzi-Pavlovicac, & Wilhelm

（2015）は，男性の抑うつが「男らしさ」

によって援助希求を阻む障壁となってお 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り，男性に限って，抑うつ対処に影響する

自助方略の内容を調べる必要性を訴えた。

彼らは，168 名の男性を対象に，21 のフォ

ーカスグループ・インタビューと詳細なイ

ンタビューを 24 名に実施し，男性がおこ

なっているポジティブな自助方略として

26 の方略を明らかにした。	 	 	  

	 Proudfoot, Fogarty, McTigue, Nathan, 

Whittle, Christensen, Player, Hadzi- 

Pavlovic, & Whihelm（2015）は，その

後，Fogarty et al.が抽出した 26 のポジテ

ィブ自助方略について，18 歳から 74 歳

の男性 465 名を対象にして，抑うつの

「予防」と「管理」に分けて使用頻度を

調べ，抑うつリスク，抑うつ症状，およ

び人口統計学的要因との関係を検討して

いる。この研究において，「予防方略」と

は，「自分自身で OK である（大丈夫）と

感じ続けることができる，あるいは日々

精神状態を安定させるために使用する方

略」と定義され，一方，「管理方略」と

は，「気分がフラット，あるいはそれ以下

で，冷静でいる時間にとどまるための方

略」と定義された。Table 2 は，抑うつに

対する「予防方略」について使用頻度の

順にランクづけされた内容であり，一

方，Table 3 は同様に「管理方略」につい

て示している。  

	 抑うつの「予防」に関して使用頻度の上

位にあがった方略は，自身を多忙な状態に

置いておくこと，健康的な食事，運動，ユ

ーモアなどの積極的な行動が，一方，「管

理方略」において使用頻度が多い方略は，

いくらかの休みをとること，自己報酬，自

身で多忙さを続けること，運動，およびペ

ットと時間を過ごすこと，であった。セル

フケアの定期的使用が多く，達成を基にし

た認知的方略（達成感）をおこなっている
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と抑うつリスク（Male Depression Risk 

Scale の得点）が低くなり，一方，認知的

方略を定期的におこなっていると抑うつ

症状(Patient Health Questionnaire の得点)の

得点が低くなることがわかった。 

	 以上のように，これらの研究では，男性

に限定はしているものの，抑うつ改善のた

めの自助方略について，「生じさせないよ

うにする」という予防目的と「制御し続け

る」という管理目的に分けて調べているこ

とが興味深い。  

（3）自助方略を用いた介入 

	 実際に自助方略の実践を推奨し，メンタ

ルヘルス不調の症状緩和に役立つか否か

を確かめた介入研究も見られる。まず閾値

下・亜臨床的なメンタルヘルス不調を抱え

ている人々ではなく，うつ病の治療の一部

として自助方略を推奨している研究があ

る。Garcia-Toro, Ibarra, Gili, Serrano, Olivan, 

Vicens, & Roca（2012）は，うつ病の通院患

者に対して，具体的な自助方略介入として

ライフスタイル変容（睡眠の促進，ウオー

キング，日光の暴露，健康的な食事）につ

いて詳しく内容を説明する手紙を提供し，

推奨文を受け取った患者では抑うつ症状

が有意に改善したことを報告している。 
	 Morgan, Jorm, & Mackinnon（2011），およ

び Morgan, Jorm, & Mackinnon（2012）は，

彼らが Mood Memo と名付けた e メール配

信の効果を検討した。彼女らは，インター

ネットを通じて参加者を募集し，9 項目の

Patient Health Questionnaire を用いて抑う

つ症状をスクリーニングし，2 週間以上ほ

とんど毎日 2〜4 症状を経験している者

1,326 名を閾値下・亜臨床的なメンタル不

調者と判定し，彼らを対象に，自助方略の

実践を促す自動化 e メールを送付した。こ

れらの e メールは，6 週間にわたって，週

2 回送信され，効果検証として，自助行動

の実践頻度を変化させるか，また抑うつの

程度を改善するのに役立つのかを評価し

た。彼女らは，提示する自助方略として，

専門家から「役立ち度」と「実践可能性」

が高いとコンセンサスが得られた内容（表

1：Morgan & Jorm, 2009）の中から上位 14

方略を選び，e メールによる自助方略介入

群と知識伝達の統制群に分けた無作為化

試験を実施した。その結果，自助方略の推

奨群は，開始時から介入終了時にかけて抑

うつ症状を低下させた。  

	 Morgan, Mackinnon, & Jorm（2013）は，

募集した人たちを，スクリーニング・テス

ト（9 項目の Patient Health Questionnaire）

によって閾値下の症状を持つ人たち，およ

び大うつ病と判定された人たちの 2 つの

下位群に分け，Mood Memo による同様の

研究をおこなっている。その結果，閾値下

の症状をもつと判定された群も大うつ病

と判定された群も自助方略を推奨する e

メールによって症状を改善させた。両研究

とも自助方略にかかわる e メールは，リー

フレット形式で構成されており，内容には

方略の説得度を高める技法と行動変容に

導く可能性を高める技法を含ませ，さらに

理論的根拠，実践のヒント，妨害要因の解

決法，方略を遂行するための目標設定方法，

前回の方略についてのリマインダーが掲

載されていた。ただ，Mood Memos研究は，

14 の自助方略が一つずつ順番に配信され

ているにすぎず，対象者の特徴や好みに合

致した内容やどの順番が効果的なのかを

検討する必要がある。 

	 後に，Morgan et al.（2013）は，介入

内の論理的説明として，介入によって自

助方略の実践頻度が高まり，その実践に

よって症状改善に影響を与えたのか否か
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という因果関係を調べている。Morgan et 

al.（2013）は，Mood Memo で推奨した自

助方略の実践頻度がうつ症状の緩和の媒

介変数となっているかを調べるために媒

介分析を実施した。その結果，自助方略

の実践頻度が高まれば抑うつ症状が緩和

しやすいことを確認し，14 の自助方略の

中でも特に「毎日少なくとも短時間自宅

から外出するのを確実にする」および

「達成したという感覚の持てる活動を実

践する」の効果が高いことを示した。 

 

Ⅰ-C. 考察 

	 欧米において，亜臨床・閾値下症状の

緩和を目的にした自助方略の奨励は 20 世

紀初頭からおこなわれてきたものの，我

が国においてはあまり注目がなされてこ

なかった。その理由としては，我が国に

おいてメンタルヘルス不調に関する予防

やプロモーションの観点がやや希薄であ

ったことが考えられる。今後は，メンタ

ルヘルス不調者の数が増え続ける我が国

においても，自助方略を用いた積極的な

介入やプロモーション活動が必要とされ

ている。  

	 対象者に合致した自助方略の奨励も考

えられる。Jorm et al.（2002）は，メンタ

ルヘルス問題・疾患への対応として，活

動重複波（overlapping waves of action：以

後 OWA と略す）モデルを提唱してい

る。このモデルによれば， 初の活動の

波は，すぐに利用でき，すでに実践中で

あるかもしれない自助方略の使用であっ

た。この活動の波は，マイルドな心理的

ディストレスの状態で増加し，その重篤

度が増せば実施頻度が減少していく。2

番目の活動の波は，いままで実施がな

く，心理的ディストレスに対処するため

に新しく始める自助方略を含んでいる。

この活動の波は，中程度の心理的ディス

トレスでピークを迎え，その後に下降す

る。3 番目の活動の波は，専門的な援助

希求を含み，心理的ディストレスの重篤

度に伴って増加し続ける。これらは，

個々人の傾向ではなく，全体の一般的傾

向を示している。  

	 OWA モデルの適用は，予防の 3 形態

（Gordon, 1983），すなわち全体的予防介

入（universal prevention intervention：全人

口をターゲットにした戦略），選択的予防

介入（selective prevention intervention：リ

スクに暴露されていると考えられる下位

集団をターゲットとした戦略），および指

示的予防介入（ indicated prevention 

intervention：症状を呈する人びとをター

ゲットとした戦略）への介入と一致する

かもしれない。全体的予防介入では，リ

スクの有無，また高低にかかわらず介入

をおこなうために，リスクがない，また

低いレベルの対象者に対しては第一の波

に相当する自助方略を推奨できる。その

内容は，特別に始める新規な方略よりも

むしろ，すでに日常生活でおこなってき

た方略に焦点を絞って推奨することであ

り，意識的に従来のライフスタイルや活

動を維持するように務めさせることであ

る。選択的予防介入では，リスクが高い

人たちを対象にしているために，第 2 の

波を推奨することに相当し，新しい自助

方略として，わずかな挑戦や人との接触

を推奨できる。 後に，指示的予防介入

では，主に専門家や専門施設への接触を

容易にするように情報を提供することで

ある。今後は，効果が確認された自助方

略の推奨と合わせ，ターゲットに合わせ

た推奨内容を決めていく必要がある。 
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Ⅱ. 調査・介入研究：メンタルヘルス問

題の予防を目的とした自助方略介入 

（パイロット研究） 

	 本調査・介入研究では，上記の文献を参

考にして，自助方略を用いたパイロット研

究をおこなった。それらは，（１）調査研究

（メンタルヘルスの状況および自助方略

の調査），につづいて，（2）介入研究，であ

る。以下，2 つの研究について解説をおこ

なう。  

1.調査研究：メンタルヘルス予防に関する

就労者の自助方略調査 

1）対象者 

本研究における調査対象者は，男女就労

者（パート・アルバイトを含む）87 名であ

った。  

2）手続き 

	 本調査は，平成 30 年 10 月下旬から 11

月上旬にかけて実施した。調査用紙は，就

労者の知人や友人，親戚を介して質問紙を

手渡し，仕事場において配布を依頼した。

調査方法としては，知人や友人，親戚が質

問紙を回収し，その後，著者が回収すると

いう留置法を採用した。また，倫理的配慮

としては，調査用紙の冒頭に調査の概要お

よび個人情報の取り扱いに関する説明を

記載し，対象者の同意のもと調査を実施し

た。  

3）調査内容 

①基本情報 

基本情報としては，氏名，年齢，性別，

職業，職種，メールアドレスについての記

入を求めた。なお，氏名とメールアドレス

を尋ねたのは，本調査につづいておこなう

介入研究のデータを対応させるためであ

った。  

②ストレス自覚症状 

調査対象者には，仕事で感じるストレス

によって生じる自覚症状について回答を

求めた。本調査に先立って，従来から確認

されているストレスの自覚症状を専門家

（教員 2 名および大学院生 3 名）と協議

し，以下の３症状カテゴリーに分類した。

それらは，１）心理的症状（イライラ，し

んどさ，落ち込み，腹立ち，無気力），２）

身体的症状（動悸，だるさ，冷汗，腹痛，

頭痛，めまい，息切れ），および３）社会的

症状（喧嘩，言い争い，怒鳴り，無視，暴

力，あたり散らし）であった。調査にあた

っては，該当する内容を複数回答させ，特

に頻度や強度が大きな内容については◎

印をつけさせた。選択肢以外の症状がある

場合は，「その他」の欄に具体的な症状を

記述させた。また，自覚症状がない場合に

は，「自覚症状がない」という選択肢で回

答させた。  

③自由記述「仕事上のストレスを軽減させ

る目的でおこなっている活動」 

調査対象者には，現在，  仕事上のスト

レスを軽減させるためにおこなっている

何らかの活動があるか否かを「はい」，お

よび「いいえ」の２件法で回答を求めた。 

「はい」と回答した者には，具体的に，

その活動の内容，活動頻度，１回あたりの

活動時間を自由記述によって回答させた。

また，その活動をおこなうことによって，

仕事上のストレスが軽減できていると自

覚が存在するのか否かについて，「ある」，

「少しある」，「あまりない」，および「な

い」までの４件法で回答を求めた。 

	 「いいえ」と回答した者には，その活動

をおこなっていない理由を自由記述で回

答させた。また，今後ストレスを解消する

ために，自らおこなおうと考えている活動

についても自由に記述させた。 
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Ⅱ-1-C. 結果 

1. 回答者の基本情報 

	 回答者の性別は，男性が 45名（51.7％），

女性が 42 名（48.3％）で，年齢は 22-66 歳，

平均年齢は 40.0 歳（SD=11.48）であった。 

  回答者の職業および職種を，Table 4 に

まとめた。回答者の職業は，会社員・役員

が も多く，46 名（52.9％）であった。つ

いでパート・アルバイトが 18名（20.7％），

そして大学職員が 16 名（18.4％）であっ

た。回答者の職種は，事務職が も多く，

36 名（41.4％）であった。ついで倉庫軽作

業が 18 名（20.7％），そして営業が 15 名

（17.2％）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. ストレス自覚症状 

回答者 87 名の中で，１つでも自覚症状

があると答えた者は 73 名（83.9％）で，8

割以上の者が何かしら仕事上のストレス

を抱えていると回答した。また，その自覚

症状の頻度や強度が「強い」と回答した者

は 15 名（17.2％）だった。 

心理的症状を抱えている者は，全対象者

87 名のうち 68 名（78.2％）で，身体的症

状を抱えている者は 43 名（49.4％），さら

に社会的症状を抱えている者は 11 名

（12.6％）であった。 

	 回答者の具体的なストレス自覚症状の

内訳を Table 5 にまとめた。心理的症状に

おいて も人数が多かったのは「イライラ」

で 44 名（50.6％）であった。ついで，「し

んどさ」が 30 名（34.5％），そして「落ち

込み」が 25 名（28.7％）であった。身体的

症状において も人数が多かったのは「だ

るさ」で 23 名（26.4％）であった。ついで

「頭痛」が 20 名（23.0％），そして「腹痛」

が 11 名（12.6％）であった。社会的症状を

抱えている人数は他の２症状と比べて少

なかった。しかし，「言い争い」が 8 名

（9.2％），「無視」が 5 名（5.7％）のよう

に，複数の者が選択した項目が含まれてい

た。  

 

3. 回答者が仕事上のストレスを軽減させ

る目的でおこなっている自助方略 

「現在，仕事上のストレスを軽減させる

ためにおこなっている自助方略」の有無に

ついて，75 名（86.2%）が「はい」と回答

し，一方「いいえ」と回答した者は 12 名

（13.8％）であった。9 割弱の者が，すで

にストレスを軽減させることを目的に自

助方略を実施していた。 

「いいえ」と答えた者が，仕事上のスト
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	 . . . .6レスを軽減させるために活動をおこなっ

ていない理由は，「ストレスを感じていな

いから」（10 名），「何をおこなえばよいの

かがわからないから」（1 名），「時間が取れ

ないから」（1 名）であった。 

仕事上のストレスを軽減できていると

いう自覚については，1名が「あまりない」

と回答した。しかし，それ以外の者はすべ

て「ある」，もしくは「少しある」と回答し

ていた。  

４.自助方略の内容 

	 仕事上のストレスを軽減させる目的で

おこなっている自助方略の内容を Table 6

と Table 7 にまとめた。Table 6 は，実施す

る活動を継続期間によって分類した自助

方略，すなわち長期，中期，および短期と

いう期間で分けた自助方略の内容である。

また，Table 7 は，実施する活動内容を種類

によってカテゴリー分けした自助方略の

内容である。以下，継続期間および種別に

分けた結果について解説をおこなう。 

（1）継続期間 

	 自助方略を継続期間で分類する上で以

下のような基準を設けた。「短期的方略」

とは，１週間以内でおこなえる活動であり，

一方，「中期的方略」は１週間から２週間

でおこなえる活動とした。さらに，「長期

的方略」は，長期に継続を要し，本研究の

期間内でおこなえない活動であった。 

	 回答者から収集した活動が「短期的方

略」，「中期的方略」，「長期的方略」のどれ

に該当するかは，回答者の活動頻度によっ

て判断した。例えば，「旅行」は１年に数回

しか行く機会がないために「長期的方略」

とし，「家族と外出」は家族の都合が合わ

なければ１週間以内におこなうことが難

しいために「中期的方略」に含めた。また，

「テレビ鑑賞」は１週間以内でおこなえる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ために「短期的方略」とした。 

（2）種別内容 

	 種別については，回答者がおこなって

いる自助方略の内容を専門家（教員 2 名

および大学院生 3 名）と協議し，すべて

の活動を以下の 6 種類に分類した。それ 
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らは，「娯楽」，「コミュニケーション」，「ラ

イフスタイル」，「積極的活動」，「リラクセ

ーション」，および「回避」であった。 

	 「娯楽」とは，仕事の余暇におこなう自

分自身が楽しむ活動，「コミュニケーショ

ン」とは人との関わりでおこなう活動，「ラ

イフスタイル」は食事のように日常生活の

流れの中で自然におこなう活動で 

ある。つぎに，「積極的活動」は外出や身体

活動など自ら積極的に実施する活動であ

り，「リラクセーション」は身体を休める

活動とし，さらに「回避」はストレスを受

けないために回避する活動とみなした。 

 

Ⅱ-1-D. 考察 

	 調査研究の目的は，つづくパイロット

介入研究をおこなうための調査であっ

た。就労者を対象に，１）メンタルヘル

スの状況，および２）メンタルヘルス予

防を目的としておこなっている自助方略

の内容，を調査した。以下，本研究によ

り得られた知見をもとに考察をおこな

う。  

１. 就労者のメンタルヘルス状況 

	 本研究の回答者のうち，何かしらの自

覚症状があると回答した者は，全調査対

象者の 8 割を超え，多くの就労者が仕事

上でストレスを抱え，心身の症状を自覚

していることが明らかになった。この結

果は，近年，就労者が受けるストレスが

蔓延しているわが国の現状を表してい

る。  

	 具体的なストレスから生じる自覚症状

の内容を見ると，「イライラ」が も多

く，つぎに「しんどさ」，「落ち込み」と

続いた。実際，症状をみると，心理的症

状を抱えている者が 68 名，身体的症状を

抱えている者が 43 名，そして社会的症状

を抱えている者が 11 名となり，心理的症

状が他の２症状と比べて多く回答してい

た。  
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	 ストレス反応は，一次的反応から二次

的反応に移行して改善されずにいると，

終的にストレス関連疾患に移行するこ

とが知られている（嶋田・鈴木 , 2004）。

本研究では，この一次的反応に含まれる

「イライラ」，「腹立ち」，「落ち込み」を

回答した者が多く含まれていた。また一

方で，二次的反応に含まれる「無気力」

に関しても 17 名（19.5%）存在してお

り，数としては少なくない状況であっ

た。一次的反応が二次的反応に，二次的

反応が重篤な反応に移行してしまう前

に，メンタルヘルスの対策が必要とされ

る。  

	 身体的反応に関しても心理的反応と同

様に，「冷汗」，「動悸」，「息切れ」といっ

た一次的反応よりも，「頭痛」，「めま

い」，「腹痛」といった二次的反応の方に

回答者が多かった。身体的反応が重篤に

なると，消化性潰瘍や過敏性腸症候群な

ど日常生活に支障が出る症状に発展す

る。その点では，心理的反応よりも身体

的反応への対策が急務かもしれない。 

	 社会的反応に関しては，他の２症状に

比べると数は少なかったものの，「言い争

い」および，「無視」を複数名が回答して

いた。「言い争い」や「無視」といった項

目は，それ自体がストレス発散の活動と

考えられるが，相手との関係を崩してし

まう結果になり，新たなストレスを生じ

させる。放置することは，さらにメンタ

ルヘルスに悪影響を与える。 

２. 仕事上のストレスを軽減させる目的

でおこなっている活動 

	 本研究では，  9 割弱の者がすでに仕事

上のストレスを軽減させる目的で自助方

略をおこなっていることがわかった。ス

トレス低減への効果の自覚については，1

人を除き，「ある」，もしくは「少しあ

る」と回答していた。このように，自助

方略をおこなっている者は，その実践に

よってストレスを軽減できていると回答

していた。しかしながら，回答者の約 8

割がいまもストレスを抱えていると回答

していることとは矛盾している。そのた

め，ストレスを抱えているながらも，自

助方略を行うことで，それらを適切に管

理できていると考える方が解釈として妥

当かもしれない。  

	 しかし，これらの調査結果からは，実

施している自助方略の中でどの活動がメ

ンタルヘルス問題の予防や管理に効果が

あるのかについては明らかではない。そ

こで，つづく研究では，自助方略を実際

に選択させ，その活動を１週間実施させ

ることでストレス低減効果を調べる。 

	 「長期的方略」に分類された活動は，1

週間という短期間では実践することが難

しいため，つづく介入研究では，「短期的

方略」に絞って実施の選択肢とした。た

だ，「中期的方略」については，条件が合

えばおこなえる可能性があるために，対

象者が実践可能と判断すれば選択させ

た。また，介入研究において提示する自

助方略の数が多すぎると，回答者の選択

が困難になる可能性があるため，調査研

究において度数が少ない活動を除外し，

複数名が選んだ活動を対象とした。 

 

Ⅱ-2. 介入研究：メンタルヘルス予防を

目的とした自助方略介入 

Ⅱ-2-B. 方法 

１. 対象者 

	 介入研究においては，先の調査研究に参

加した 87 名のうち，除外対象者として，

ストレスによる自覚症状が「ない」と回答
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	 .し，かつストレスを軽減させる自助方略を

おこなっていない 7 名とし，残りの 80 名

を介入の対象とした。 

２. 手続き 

	 pre-test および post-test における質問調

査は，平成 30 年 12 月上旬から下旬にかけ

て実施した。両調査とも，グーグルフォー

ムの回答を使用し，対象者にメールにて回

答フォームのリンクを送付し，同様の調査

は pre-test から１週間後に，再度 post-test

に回答させた。  

3. 調査内容 

	 対象者の前後の比較のために，pre-test

および post-test をおこなった。調査内容は

以下の通りである。 

（1）pre-test 調査内容 

①基本情報 

	 基本情報の収集は先の自助方略調査と

同様であった。pre-test と post-test のデー

タを対応させるために，名前とメールアド

レスを尋ねた。  

②ストレス調査 

	 近１カ月のストレスの評価について

は，職業性ストレス簡易調査票（下光，2000）

を用いた。本研究では，職業性ストレス簡

易調査票の中から心理的項目および身体

的項目に関する 11 項目を抜粋し，さらに

著者が作成した社会的項目 6 項目を加え

た計 17 項目について，「ほとんどなかった

(1)」， 「ときどきあった(2)」，「しばしばあ

った(3)」，および「ほとんどいつもあった

(4)」の 4 件法で回答を求めた。 

③仕事上のストレスを軽減させる活動（短

期的方略） 

	 対象とする短期的方略の活動を Table 8

に示した。選択肢は，19 項目であり，内容

は「娯楽」，「コミュニケーション」，「ライ

フスタイル」，「積極的活動」，および「リラ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クセーション」の 5 種類であった。対象者

には，まず Table 8 の上部で示す短期的方

略の活動を提示し，この１週間自身でおこ

なえると思える方略，または効果が期待で

きると思う方略を１つ選択させた。以前か

ら仕事上のストレスを軽減させる目的で

おこなっている活動があり，「ストレスが

軽減できている」という自覚がある者には，

その活動が選択肢に存在すれば選択する

ことを認めた。  

④仕事上のストレスを軽減させる活動（中

期的方略） 

	 本研究において，中期的方略は「１週間

から２週間でおこなえる活動」であり， 

Table 8 の下部に示している。選択肢は，8
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項目で，内容は「娯楽」，「コミュニケーシ

ョン」，および「積極的活動」の 3 種類で

あった。対象者には，Table 8 下部で示す中

期的方略の活動を提示し，１週間でおこな

えると思う活動，または効果が期待できる

と思う活動を１つ選択させた。中期的方略

は，短期的方略とは異なり，必ず１週間で

おこなえるとは限らないために選択は任

意とした。  

（２）post-test 調査内容 

①基本情報 

	 pre-test のデータと対応させるために，

名前とメールアドレスについて記入を求

めた。  

②仕事上のストレスを軽減させる活動（短

期的方略） 

	 19 項目の短期的方略から選択された活

動については，post-test において，１週間

でおこなってきた回数，および１回の活動

に費やした時間を回答させた。頻度に関し

ては，「1 回(1)」，「2，3 回(2)」，「4，5 回

(3)」，「それ以上(4)」，および「おこなって

いない(5)」の５件法で回答を求めた。 

１回の活動に費やした時間は，「1 分以上

30分未満(1)」，「30分以上 1時間未満(2)」，

「1 時間以上 2 時間未満(3)」，「それ以上

(4)」，および「おこなっていない(5)」の５

件法で回答を求めた。「おこなっていない」

と回答した者には，活動をおこなわなかっ

た，もしくはおこなえなかった理由を記述

させた。  

③仕事上のストレスを軽減させる活動（中

期的方略） 

	 8項目の中期的方略から選択された活動

については，post-test において，「おこなっ

た」，または「おこなっていない」の２件法

で回答を求めた。「おこなった」と回答し

た者には，１週間で実施した頻度と１回に

費やした時間を回答させた。頻度に関して

は，「1 回(1)」，「2，3 回(2)」，「4，5 回(3)」，

および「それ以上(4)」の４件法で回答を求

めた。１回に費やした時間については，「1

分以上 30 分未満(1)」，「30 分以上 1 時間未

満(2)」，「1 時間以上 2 時間未満(3)」，およ

び「それ以上(4)」の４件法で回答を求めた。 

④ストレス調査 

	 pre-test と同様の質問紙に回答させた。 

 

Ⅱ-2-B. 結果 

	 介入研究の結果を以下に示す。 

１）対象者の基本情報 

	 本研究では，１週間の介入期間前後でス

トレス得点がどの程度改善されるか，また

どの活動がメンタルヘルスの予防に役立

つのかを検証した。そのため，pre-test と

post-testに対応のない者は分析対象から除

外した。除外された回答者は 29 名で，

終的に，pre-test と post-test の全てに回答

した者 51 名を分析の対象とした。 

	 対象者の性別は，男性が 25 名(49.0％)，

女性が 26 名(51.0％)，年齢は 22-61 歳，平

均年齢は 40.0 歳(SD=11．61)であった。 

対象者の職業は，会社員・役員が も多

く，28 名(54.9％)であった。ついでパート・

アルバイトが 15 名(29.4％)であった。 

	 対象者の職種は，事務職が も多く，20

名 (39.2％)であった。ついで倉庫軽作業が

14 名(27.5％)，編集が 8 名(15.7％)であっ

た。  

２）仕事上のストレスを軽減させる自助方

略（短期的方略） 

	 短期的方略の活動を１週間おこなった

者は 51 名中 50 名であった。そのため，1

名を除く 50 名を分析の対象とした。 

	 対象者が選択した短期的方略の活動を

Table 9 に示した。本研究で提示した短期 
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Table 9. 対象者が選択した短期的方略の内容
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       Table 8. Table 10. 対象者が選択した中期的方略の内容

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

的方略 19 項目のうち，対象者が選択した

方略は 16 項目であった。 

対象者が選択した活動のカテゴリーの内

訳は，「ライフスタイル」が 8 名，「コミュ

ニケーション」が 12 名，「娯楽」が 10 名，

「リラクセーション」が 9 名，そして「積

極的活動」が 11 名であった。具体的な活

動内容の内訳は，「友人と会話」が も多

く 9 名(18.0％)，ついで「昼寝・睡眠」が 8

名(16.0％)であった。 

３）仕事上のストレスを軽減させる自助方

略（中期的方略） 

中期的方略の活動を本調査での１週間で

おこなった者は 34 名で，全対象者のうち

の 66.7％を占めた。  

	 対象者が選択した中期的方略の活動を

Table 10 に示した。対象者が選択した中期

的方略は，本研究で提示した 8 項目のうち

7 項目であった。  

	 対象者が選択した活動のカテゴリーの

内訳は，「コミュニケーション」が 16 名，

「娯楽」が 5 名，「積極的活動」が 13 名で

あった。  

  具体的な活動内容の内訳は，「友人と食

事」が も多く（11 名：32.4％)で，ついで

「家族と外出」（7 名：20.6％)，「家族に相

談」および「友人と外出」（それぞれ 5 名：

14.7％）であった。  

4）ストレス得点の改善 

（1）介入前から介入後に至るストレス得

点の変化 

	 介入前から介入後への各ストレス得点

の変化を見るために，職業性ストレス簡易

調査票から抜粋した心理的反応および身

体的反応，そして著者が新たにつけ加えた

社会的反応のそれぞれについて対応のあ

る t 検定を行った。  

①  心理的反応 

	 心理的反応の結果を Figure 1 に示す。対

応のある t 検定をおこなった結果，心理的

反応では介入前から介入後にかけて有意

にストレス得点が減少した (t(50)=7.14, 

p<.01)。 

②  身体的反応 

	 Figure 2 は，身体的反応の結果を示して

いる。身体的反応においても，介入前から

介入後にかけて有意にストレス得点が減

少した(t(50)=4.48, p<.01)。 

③  社会的反応 

	 社会的反応では，介入前から介入後にか

けて有意な改善が認められなかった

(t(50)=0.92, n.s.)。 
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Figure 3. 活動カテゴリー別に示した身体的反応の変化量

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）活動の種別内容による介入前後のス

トレス得点の変化量 

①短期的方略 

	 活動の種別内容を独立変数とし，各スト

レス得点の変化量（介入後−介入前）を従

属変数とする一元配置分散分析を行 

った。その結果，身体的反応において主効

果が認められた (F(4, 45)=3.28， p<.05)。

Tukey HSD 法による多重比較をおこなっ

たところ，「リラクセーション」が「娯楽」

と比べて有意に変化量が大きかった

(p<.05)。それぞれ選択された短期的方略の

効果については，Figure 3 に介入前後の変

化量（介入後−介入前）を示している。図

に示したように，「リラクセーション」の

変化量が も大きく，ついで「ライフスタ

イル」，そして「コミュニケーション」の順

で身体的反応得点が低下した。心理的反応

と社会的反応では，有意な結果が認められ

なかった。  

②中期的方略 

	 活動の種別内容を独立変数とし，各スト

レス得点の変化量を従属変数とした一元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配置分散分析をおこなったものの，どの反

応においても主効果は認められなかった。 

（3）活動の頻度による介入前後のストレ

ス得点の変化 

①短期的方略 

	 短期的方略の活動頻度による効果を検

証するために，活動の頻度の選択肢 1，2（1，

2・3 回 /週）を低頻度群，選択肢 3，4（4・

5 回，それ以上 /週）を高頻度群として，介

入前後の各ストレス得点を比較するため

に群×介入前後の 2 要因分散分析をおこな

った。その結果，心理的反応では，介入前

後 の 主 効 果 が 認 め ら れ (F(1,48)=10.63, 

p<.01)，介入前と比べて介入後にストレス

得点が有意に低下した。 

	 また，身体的反応においても同様の分析

をおこなった結果，介入前後の主効果が認

められ(F(1,48)=4.84, p<.05)，介入前と比べ

て介入後に身体的なストレス得点が有意

に低くなった。  

	 社会的反応では，介入前後の主効果は認

められなかった(F(1,48)=0.09, n.s.)。 

活動頻度の主効果および交互作用は有意

でなく，この結果は，心理的反応および身

体的反応は短期的方略の回数にかかわら

ず，おこなうこと自体が効果をもたらすこ

とがわかった。  
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②中期的方略 

中期的方略の活動の頻度に関しては全て

低頻度であったため，分析をおこなわなか

った。  

（4）活動時間による介入前後のストレス

得点の変化 

①短期的方略 

	 １回の活動に費やす時間の選択肢 1，2

（1，2・3 回 /週）を低時間群，選択肢 3，

4（4・5 回，それ以上 /週）を高時間群とし

て介入前後の各ストレス得点を比較する

ために群×介入前後の 2 要因分散分析をお

こなった。その結果，心理的反応では，介

入前後の主効果が認められ(F(1,48)=10.99, 

p<.01)，介入後には介入前と比べてストレ

ス得点が有意に低下した。 

同様に，身体的反応でも，介入前後の主効

果が認められ(F(1,48)=4.20, p<.05)，介入前

と比べて介入後にストレス得点が有意に

減少した。  

	 社会的反応では，介入前後での主効果は

認められなかった(F(1,48)=0.09, n.s.)。 

以上，活動時間群の主効果および交互作

用は，どの反応においても有意な結果が得

られなかった。これらの結果から，心理的

反応および身体的反応は，短期的方略の時

間にかかわらず，おこなうこと自体の効果

が見られたことになる。 

②中期的方略 

	 １回の活動に費やす時間の選択肢 1，2

（1，2・3 回 /週）を低時間群，選択肢 3， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 4. 身体的反応得点の変化  

 

4（4・5 回，それ以上 /週）を高時間群とし

て活動に費やす時間についての２群を独

立変数とし，介入前後（pre，post）の各ス

トレス得点を従属変数とする 2 要因分散

分析をおこなった。 

Table 11 は，全体の結果を示している。心

理的反応では，介入前後の主効果が有意で

(F(1,32)=29.08, p<.01)，介入後には介入前

と比べてストレス得点が有意に低下した。 

身体的反応では，介入前後の主効果およ

び 交 互 作 用 効 果 が 認 め ら れ た

(F(1,32)=8.47, p<.01)。そのため，単純主効

果を求めたところ，高時間群において  有

意な身体的反応得点の減少が認められた

(F(1,32)=26.17, p<.01)。この結果を Figure 4

に示す。  

	 社会的反応では，介入前後の主効果は 

認められなかった(F(1,32)=0.02, n.s.)。心理

的反応，社会的反応では活動時間の主効果

および交互作用効果は認められなかった。 
 

Ⅱ-2-D. 考察 

	 本介入研究の目的は，就労者を対象
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に，1）調査研究で収集した自助方略の中

から短期的および中期的に実践可能と考

えられる内容を選択させ，どの活動がメ

ンタルヘルスの予防に役立つのかを検証

すること，および 2）活動をおこなう頻

度や１回に費やす活動時間によってスト

レス得点に差異が生じるか否かを調べる

ことであった。以下，本研究によって得

られた知見をもとに考察をおこなう。 

1. 介入前後におけるストレス得点の 

変化 

	 心理的，心理的，社会的反応の３種類

のストレス得点について介入効果を見た

ところ，心理的反応と身体的反応におい

てストレス得点が有意に低下した。一方

で，社会的反応においては，介入前後で

得点に有意な変化が見られなかった。こ

れらの結果から，本研究で提示した自助

方略は，心理的反応と身体的反応の低減

に効果があることがわかった。社会的反

応に対して効果が見られない理由とし

て，社会的反応が間接的な反応であるこ

とが考えられる。すなわち，心理的反応

と身体的反応が仕事上の問題がストレッ

サーとなり，直接的にストレス反応とし

て生起するのに対して，「怒鳴り」や「当

たり散らし」のように他者への否定的な

関与は心理的反応や身体的反応による影

響と言える。そのため，1 週間という短

期な介入では影響を与えることができな

かったかもしれない。 

2. 活動の種別内容による介入前後の 

ストレス得点の変化 

	 本研究では，短期的方略・中期的方略

の活動の種別内容を独立変数とし，各ス

トレス得点の変化量を従属変数とした分

散分析をおこなった。その結果，短期的

方略の「リラクセーション」カテゴリー

が「娯楽」カテゴリーよりも身体的反応

得点が有意に低下した。リラクセーショ

ンには，筋肉のリラクセーション，内臓

のリラクセーション，心理的リラクセー

ション，意識レベルの低下の４つの側面

がある（鈴木・佐々木 , 1987）。これらの

側面は互いに関係しあい，心身相互作用

によって， 終的には心身全体のリラッ

クスが得られる。本介入研究において

「リラクセーション」をおこなった者は

心身相関の効果を得て，身体的反応得点

が大幅に低下した。 

「娯楽」のカテゴリーは，身体的反応得

点の低下に有効ではなかった。対象者が

選択した短期的方略の「娯楽」に含まれ

る活動は，「音楽鑑賞」，「テレビ鑑賞」，

および「読書」であった。これらの活動

は活動それ自体が楽しみをもたらすが，

身体的反応よりはむしろ心理的反応に直

接作用したと考えられる。 

	 中期的方略の活動カテゴリーでは，ど

の反応においても有意差は認められなか

った。その原因として，サンプルバイア

スが考えられる。本研究では，中期的方

略において「コミュニケーション」のカ

テゴリーを 16 名，「積極的活動」を 13 名

がそれぞれ選択していた。しかし，残り

の「娯楽」カテゴリーは 5 名しか選択し

ておらず，他の２カテゴリーに比べると

人数が少なかった。 

3. 活動頻度による介入前後のストレス得

点の変化 

	 本研究では，短期的方略の活動頻度２

群（高頻度群，低頻度群）を独立変数と

し，介入前後の各ストレス得点を従属変

数とした 2 要因分散分析をおこなった。

その結果，心理的反応と身体的反応にお

いては介入前後の主効果が認められた。
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しかし，活動頻度の主効果および交互作

用はどの反応においても有意ではなかっ

た。この結果から，短期的方略の頻度は

各ストレス反応得点の減少に影響を与え

ず，むしろ，おこなうことそれ自体に効

果があることがわかった。 

	 中期的方略の活動の頻度に関しては，

全てが低頻度群に回答が集まったため，

分析をおこなうことができなかった。し

かし，先の調査研究において，中期的方

略は「１週間から２週間でおこなえる活

動」と位置付けていた。中期的方略の回

数が全て低頻度群であったという結果

は，調査研究において中期的方略の位置

付けが妥当であったことを示している。 

4. 活動時間による介入前後のストレス得

点の変化 

	 本研究では，短期的方略・中期的方略

の活動時間（高活動時間群，低活動時間

群）を独立変数とし，介入前後の各スト

レス得点を従属変数とした 2 要因分散分

析をおこなった。その結果，中期的方略

の活動時間の上位群が下位群よりも身体

的反応得点が有意に減少していた。この

ことから，中期的方略においては，時間

を多く費やすことが身体的反応に有効で

あることがわかった。中期的方略は「１

週間から２週間でおこなえる活動」であ

りながらも毎日継続しておこなえる活動

ではない。滅多におこなえる活動ではな

いからこそ，多くの時間を費やすことで

短期的方略よりも身体的反応得点を低下

させることが可能かもしれない。 

	 短期的方略では，どのストレス反応に

対しても活動時間の主効果および交互作

用は有意とならなかった。短期的方略に

関しては，活動頻度で述べたとおり，そ

の頻度や時間ではなく実施すること自体

が効果をもたらすと考えられる。 

5. 本研究の限界 

	 本介入研究は，統制群を設けていない

事前事後比較実験デザインの研究であ

る。そのため，当初からパイロット研究

としての位置付けとした。今後は，自助

方略の内容を精査する手続きと並行し

て，無作為化統制試験などさらに精度の

高い研究をおこなう必要がある。 

 

Ⅱ-2-Ｅ．結論 

以下，文献研究と調査・介入研究に分け

て結論を述べる。  

Ⅰ.文献研究 

	 メンタルヘルス不調の予防対策として

自助方略を用いるメリットを 3 点にまと

める。  

①自助方略の推奨目的は，メンタルヘルス

問題・疾患の予防をメンタルヘルス不調の

症状改善に求めている。 

	 本稿では，メンタルヘルス問題の重篤化

を避ける「予防」の観点で，日々のメンタ

ルヘルス不調に伴う症状の緩和効果に注

目し，実践可能で受け入れが容易な自助方

略に関する研究を紹介した。今後増え続け

る精神疾患を考えると，多くの人々に対し

て，軽度・中程度のメンタルヘルス不調の

段階で早期に緩和できる方策を教授する

ことは予防の観点で重要である。 

②「気分の不調」の改善を他者からの支援

ではなく，自助に求め，その習慣化を目的

としている。 

	 メンタルヘルスを扱う専門機関の負担

は，対象者の数に伴って増え続ける一方で

ある。対症療法については，専門家の援助

によるところが大きいが，自助でおこなえ

るならば経済的にも人的支援においても

負担が少ない。また，閾値下・亜臨床的な
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メンタルヘルス不調を抱える人たちにと

っては，専門的な介入を受ける抵抗感が大

きく，むしろ自助方略の実践を推奨する法

が受け入れられやすい。 

③効果的な自助方略リストが完成できれ

ば，それらの普及啓発のために幅広い適用

が考えられる。 

	 信頼性および妥当性の高い自助方略の

選定が重要であるが，その後の活用として，

リーフレットやウェブサイトなどを利用

したポピュレーション・ワイド・キャンペ

ーン，スマートフォンの利用によるプロン

プト介入など普及啓発のために幅広い適

用が期待できる。また，専門施設での治療

と併用することで回復効果を促進できる。 

	 以上，本研究では，一次予防，さらに一

次予防を超えたメンタルヘルス・プロモー

ションとなる介入システムに組み込める

自助方略について解説した。今後，我国に

おいても，メンタルヘルス不調の改善を目

的とする自助方略について，役立ち度，実

践可能性，および受け入れ可能性が高い内

容を専門家グループやアドボカシー（過去

にメンタルヘルス不調を経験し，回復した

のちに支援者として活動する人たち）グル

ープで一致する内容を選定する必要があ

る。 終的には，効果が期待できる自助方

略が推奨されるべきであるが，例えば害を

伴う方略は避けねばならず，専門家グルー

プやアドボカシーグループから得られる

共通性を担保した自助方略の選定は，自助

方略適用の信頼性や妥当性を高める。 

 

Ⅱ. 調査・介入研究 

	 本パイロット研究は，就労者に焦点を当

て，メンタルヘルスの予防に関して就労者

の自助方略の内容を明らかにすること，お

よびどの活動がメンタルヘルスの予防に

役立つか否かを検討する目的で実施した。 

	 調査研究では，就労者を対象として，仕

事上のストレスを軽減させる目的として

実施している自助方略について質問紙調

査をおこない，活動の収集をおこなった。

その結果，収集した自助方略を，１）継続

期間，および２）種別内容，に分け，それ

ぞれについてサブカテゴリーが形成され

た。  

	 介入研究では，調査研究で得られた活動

から短期的方略と中期的方略に絞り，１週

間おこなわせることで，どの活動がメンタ

ルヘルスの予防に役立つのかを検証した。

その結果，すべての方略で介入後において

心理的反応と身体的反応が軽減され，本研

究で提示した自助方略が心理的反応と身

体的反応に有効であることがわかった。 

	 活動の種別内容と各ストレス反応の関

連を検討した結果，短期的方略において

「リラクセーション」カテゴリーが「娯楽」

カテゴリーよりも身体的反応得点を有意

に減少させた。身体的反応の改善量が大き

かった自助方略カテゴリーは，「リラクセ

ーション」がもっとも大きく，ついで「ラ

イフスタイル」，そして「コミュニケーシ

ョン」の順であった。「娯楽」カテゴリーは

身体的反応の軽減には有効ではなかった。 

	 活動時間と各ストレス反応の関連を検

討した結果，中期的方略において活動時間

を多く費やした高活動時間群の方が低活

動時間群よりも身体的反応得点を有意に

低下させた。  
	 以上の結果を以下に要約する。 

①心理的反応は，活動の種別内容，頻度お

よび時間にかかわらず，自助方略をおこな

うこと，それ自体で低減する。 

②身体的反応は，短期的方略における「リ

ラクセーション」方略をおこなうことが
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も有効であり，「ライフスタイル」および

「コミュニケーション」の方略も有効であ

った。  

③身体的反応の低減には，中期的方略に時

間を多く費やすと有効である。 
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